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はじめに 

 

研究開発の評価は、研究開発活動の効率化・活性化、優れた成果の獲得や社会・経済への還元

等を図るとともに、国民に対して説明責任を果たすために、極めて重要な活動であり、このため、

経済産業省では、「国の研究開発評価に関する大綱的指針」（平成２４年１２月６日、内閣総理

大臣決定）等に沿った適切な評価を実施すべく「経済産業省技術評価指針」（平成２６年４月改

正）を定め、これに基づいて研究開発の評価を実施している。 

 

経済産業省において実施した「土壌汚染対策のための技術開発」プロジェクトは、工場・事業

場の操業中からの自主的な土壌汚染対策を促進するため、原位置で行う回収・浄化機能等を有す

る低コストの土壌汚染対策技術（共通基盤的評価技術を含む）として、重金属等の原位置処理土

壌汚染対策及びVOCの微生物等を利用した環境汚染物質の浄化技術を開発するため、平成２２年

度から平成２６年度まで実施したものである。 

 

今回の評価は、この土壌汚染対策のための技術開発の事後評価であり、実際の評価に際しては、

省外の有識者からなる土壌汚染対策のための技術開発プロジェクト事後評価検討会（座長：池 

道彦 国立大学大阪大学大学院工学研究科教授））を開催した。 

 

今般、当該検討会における検討結果が評価報告書の原案として産業構造審議会産業技術環境分

科会研究開発・イノベーション小委員会評価ワーキンググループ（座長：小林 直人 早稲田大

学研究戦略センター副所長・教授）に付議され、内容を審議し、了承された。 

 

本書は、これらの評価結果を取りまとめたものである。 
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事後評価報告書概要 

 

プロジェクト名 土壌汚染対策のための技術開発 

上位施策名 環境安心イノベーションプログラム 

事業担当課 
商務情報政策局生物化学産業課 

産業技術環境局環境指導室 

プロジェクトの目的・概要 

 本技術開発は工場・事業場の操業中からの自主的な土壌汚染対策を促進するため、原位置で行

う回収・浄化機能等を有する低コストの土壌汚染対策技術（共通基盤的評価技術を含む）として、

重金属等の原位置処理土壌汚染対策及びＶＯＣの微生物を利用した環境汚染物質の浄化技術を

開発することを目的としている。また、バイオレメディエーションで利用する微生物の安全性を

評価する手法や環境中に存在する微生物群を包括的にモニタリングするための手法を開発し、そ

れらの成果をバイオレメディエーション利用指針に反映し、微生物を利用したバイオレメディエ

ーションの普及促進を図ることを目指す。 

 

 

予算額等（委託 or 補助（補助率：２／３））              （単位：千円） 

開始年度 終了年度 中間評価時期 事後評価時期 事業実施主体 

平成２２年度 

（※平成２２年度

は、ＮＥＤＯ事業で

実施） 

平成２６年度 平成２４年度 平成２７年度 

新日鉄住金エン

ジニアリング

（株）、大阪ガス

（株）、（株）不

動テトラ、土壌

修復ラジアルウ

ェル技術研究組

合、（株）島津製

作所、長岡技術

科学大学、東京

大学、岐阜大学 

H24FY 予算額 H25FY 予算額 H26FY 予算額 総予算額 総執行額 

190,000 179,275 146,495 905,768 771,764 

＊予算額の欄には、直近３年間の予算額、平成 22～26年度の総予算額及び総執行額を記載。 
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目標・指標及び成果・達成度 

(1) 全体目標に対する成果・達成度 

 

個別要素技術 目標・指標 成果 達成度 

シアン汚染土壌の飽和・不飽和層原位置バイオレメディエーションの研究開発 

シアン汚染サ

イトのあらゆ

る土質・地層

に適したバイ

オ技術による

浄化工法の開

発 

1)現状対策費の 1/2のコスト達

成 

 

 

 

2)あらゆる地盤・地層に対応し

た技術開発 

1)実証試験において土質に応じ

た工法適用により、掘削除去のコ

スト１/２を達成。 

・砂質土：注入工法 

・粘性土：混練工法 

2)実証試験において土質に応じ

た工法適用により浄化を確認。 

・砂質土：注入工法 

・シルト・粘土：混練工法、 

・砂質・シルト・粘土の互層：混

練・注入工法 

達成 

全シアン含有

量分析方法 

いかなる土壌においても全シ

アンを 90%以上回収可能な分析

技術の開発 

土壌中の全シアン含有量の分析

精度（添加・回収率）が 95%以上

となる分析技術（NSOF法）を確立

した。 

達成 

シアン分解微

生物 

 スティミュレーションの研

究 

原地盤の在来菌によるシアン

分解の確認 

 オーグメンテーションの研

究 

培養したシアン分解菌投入に

よるシアン分解の確認 

 スティミュレーションの研究 

実証試験において在来菌による

シアン分解を確認した。 

  

 オーグメンテーションの研究 

実証試験において対象地の地下

水を揚水して集積培養した微生

物を対象地に投入することでシ

アン分解を確認した。 

達成 

土質・地層に

応じた工法 

 混練の仕様の決定 

 

 混練性能の評価 

 地盤改良機を用いた混練試験に

より、混練の仕様を確認した。 

 地中に混練した栄養剤濃度を

TOCと HPLCにより定量して混練

性能を評価した。 

達成 

ラジアルウェルを活用したパッシブな新規土壌修復技術の研究開発 

基盤技術（全

体目標） 

従来の掘削除去方式の約半分

のコストで、水溶性かつ移動性

の有害重金属等を３年以内に

原位置で回収・浄化する。また

、狭隘な場所にも適用可能とす

る。 

実証試験に用いた高濃度鉛汚染

土壌に関しては、従来方式の半分

以下のコストで処理できること

を確認・実証できた。また、3 種

類の室内カラム試験結果から、洗

浄プロセス（工程）全体をシミュ

レートする手法を開発した。 

達成 

配水循環シス

テムに関する

研究開発 

狭隘な場所に適用可能となる

直径２m 程度までの立坑を施工

可能とし、サイト全体をくまな

く浄化する集配水システムを

構築する。 

直径 2m の立坑での施工方法を見

出した。実証試験を通じ、サイト

全体を均一にくまなく配水浄化

する手法を実証した。 

達成 
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重金属の土壌

からの脱着法

の研究開発 

全ての重金属類に対する効果

的な脱着手法と抽出剤を見出

す。 

鉛に関しては、チオ硫酸による脱

着工程と、電気分解を利用する洗

浄工程を併用する方式が有効で

あることが、実証できた。 

達成 

土壌から脱着

した重金属等

の吸着処理の

研究開発 

短期間でサイトからの重金属

の回収・浄化を可能にする、効

率的な水処理システムを開発

する。 

鉛に対しチオ硫酸を使用する方

式では、パイライトが有効である

ことが実証できた。別途、無機ポ

リマー質鉛吸着剤を新規に開発

・実用化した。 

達成 

原位置モニタ

リング技術に

関する研究開

発 

修復中の洗浄状況をリアルタ

イムで把握・確認できる３次元

モニタリングシステムを構築

する。 

細径鋼管打設工法を応用し、φ２

５の井戸を安価に施工する新工

法を開発し、実証試験でその有効

性が確認・検証できた。 

達成 

遮水壁に関す

る研究開発 

狭隘な場所にも適用可能で閉

鎖系を実現する遮水壁とその

工法を開発する。 

ベントナイト 100％砕石を使用す

る地中鉛直連続遮水壁を考案し、

継手・隅角部を含む部分地中実証

実験を行い、施工性並びに遮水性

等の性能を別途確認・実証した。

但し、狭隘な場所への適用は、シ

ートパイル等との併用で対応す

る。 

達成 

低コスト原位置電気修復技術の研究開発 

模擬汚染土壌

を対象とした

電力量を最小

化する土壌

pH、電解液 EC

の最適化 

模擬汚染土壌を対象として、電

力量を最小化する土壌 pH、電解

液 ECの最適化を行う。 

鉛、六価クロムを汚染物質とした

砂、マサ土、笠岡粘土の模擬汚染

土壌において、電力消費量

2,250kWh/m3以下で浄化できる土

壌 pH、電解液 ECの最適条件を導

出した。 

達成 

実汚染土壌を

対象とした電

力量を最小化

する土壌 pH、

電解液 ECの最

適化 

実汚染土壌を対象とした電力

量を最小化する土壌 pH、電解液

ECの最適化を行う。 

鉛実汚染土壌（粘土混じり砂）及

び六価クロム実汚染土壌（砂混じ

り粘土）について、電力消費量

2,250kWh/m3以下で浄化できる土

壌 pH、電解液 ECの最適条件を導

出した。 

達成 

汚染土壌の物

理化学的特性

解析と浄化効

率への影響評

価 

汚染土壌の物理化学的特性解

析と浄化効率への影響評価を

行う。 

鉛を対象汚染物質とした模擬汚

染土壌について、環境負荷の低い

電解質（塩）を使った電解水によ

る溶出試験を実施し、pH３～pH４

の電解水で、鉛の溶出量が著しく

増加することがわかり、電気修復

浄化への適用可能性を見出した。 

達成 

電気修復法に

おける浄化メ

カニズムと浄

化効率向上に

関する研究 

電気修復法における浄化メカ

ニズムと浄化効率向上に関す

る研究を行う。 

鉛を対象汚染物質とした模擬汚

染土壌について、土壌 pHが６以

下でなければ鉛は溶出せず浄化

が困難なことを実験的に確認し

た。 

達成 

印加電圧パル

ス化による浄

化効率の向上

に関する研究 

印加電圧パルス化による浄化

効率の向上のための検討を行

う。 

鉛模擬汚染土壌、六価クロム模擬

汚染土壌のいずれにおいても浄

化効率の向上が認められた。 

 

達成 
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電解水添加に

よる浄化効率

の向上に関す

る研究 

電解水添加による浄化効率向

上のための検討を行う。 

六価クロム模擬汚染土壌では目

標を超える浄化効率の向上が認

められた。 
達成 

原位置浄化試

験による実証

試験の浄化条

件決定 

原位置浄化試験による実証試

験の浄化条件決定を行う。 

土壌 pH-電解液 ECの最適化、印加

電圧パルス化、電解水添加の３技

術を適用することにより、いずれ

もそれぞれの目標電力消費量以

内での浄化を達成した。 

達成 

電気修復法に

使 用 す る 電

極・井戸の最

適化に関する

評価検討 

設備としての電極ならびに電

極井戸の数と配置の最適化、電

極材料ならびに井戸構造の最

適化を行う。 

電極形状（表面積など）をパラ

メータとして、浄化効率一定の

条件下で有効使用電極の総重

量を従来の 2/3に低減する。 

電極形状を変更し、電解液中での

抵抗値を変えることなく、その総

重量を目標である２/３以下に削

減した。 

 
達成 

汚染現場にお

ける汚染分布

領域の特定技

術の確立 

汚染現場における浄化対象領

域の探索と特定、ならびに浄化

過程における浄化進捗状況の

把握のために、オンサイト簡易

分析手法と迅速マッピング技

術を開発する。 

汚染分布領域を特定する目的で、

携帯型蛍光 X線分析装置の測定条

件を確立した。また鉛を 450mg/kg

含有した汚染土壌を対象とした

測定で、448±3mg/kg の実測値を

得ることができ、測定手法として

十分な精度があることを確認し

た。 

 

達成 

低コスト電力

（自然エネル

ギー等）の活

用の検討 

自然エネルギーによる電力の

利活用を検討する。利用する電

力の目標コストは、複数の使用

電力料金の平均値として、1kWh

あたり 10円をめざす。 

電力コスト低減を目的として、

自然エネルギーである太陽光発

電による電力利用について調査

と試算を行った。現時点では平均

的な産業用電力料金よりも高額

になるが、技術的には適用可能で

あることが判った。また、太陽光

パネル単価は今後ますます低価

格化が進むとされており、産業用

電力の利用できない汚染現場の

浄化などの際には、電力を獲得す

る有効な代替手段として期待で

きることが判った。 

 

達成 

実証試験の実

施と目標浄化

コストの検証 

研究成果をもとに浄化コスト

を算出し、実際の汚染サイトで

の実証試験によって検証する。 

対象土壌 1m3 あたり 1,500kWh

の電力を使用して、対象重金属

について土対法における含有

量基準値の 3 倍濃度の汚染土

壌、また溶出量基準値の 10 倍

程度の汚染土壌について、それ

ぞれを基準値以下に浄化する。

処理コストは掘削除去による

実証試験の結果、鉛汚染につい

て、目標値の 1,500kWh/㎥での浄

化を達成できた。これをもとに、

単位電力料金を引用した浄化総

コストは 1 ㎥あたり 25,165 円と

換算され、当初目標の掘削除去コ

スト 50,000 円の半額に近い数値

となることが示された。 

達成 
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平均的な処理コスト（50,000

円／m3）の半額程度（約 25,000

円／m3）とする。 

バイオレメディエーションのための標準微生物の確立 

 1．微生物の安全性評価のための情報基盤の開発 

要素技術 目標・指標 成果 達成度 

有害菌のドラフト

ゲノム解析と指標

遺伝子の特定 

バイレメに関連する（環境有害菌）

属種の細菌 50 株以上について、判

別指標となる遺伝子を特定する。 

新たに 51株についてドラフトゲノ

ム解析を実施し、指標遺伝子を

特定した。 

達成 

指標遺伝子を利

用した有害性判

定手法の開発 

バイレメに関連する属種の細菌 50

株以上について、指標遺伝子を用

いた判別手法を開発する。 

バイレメに関連する 7 属群につ

いて、指標遺伝子を新たに特定

した 51 株と多数の既往ゲノム解

析株を MLSA 法で解析する判別

手法を開発した。 

達成 

有害菌データベ

ースの作製 

既知有害菌に関する情報を収集・

整備し、微生物の安全評価を一元

的に実施できる体制を整備する。 

様々な機関の既知有害菌に関

する情報を収集・一元化し、デー

タベースを作成して公開した。 

達成 

バイオレメディエーションのための標準微生物の確立 

２．標準微生物の確立（バイオオーグメンテーション実施環境の整備） 

要素技術 目標・指標 成果 達成度 

 好気性塩素化エ

チレン類分解菌

（群）の収集、培

養、同定、保存 

分解菌の集積・純化、選抜分解菌

の分離・解析、保管 

収集株 122 株について、分解活

性を確認し 13株を選抜して同定

し、保存した。 

達成 

嫌気性塩素化エ

チレン類分解菌

（群）の収集、培

養、同定、保存 

分解菌の集積・純化、選抜分解菌

の分離・解析、保管 

我が国で初めて嫌気性脱塩素

菌単離に成功し、共培養で活性

化する菌株も選抜して同定し、

保存した。 

達成 

バイレメ指針適合

株の開発（分解

菌の指針適合確

認） 

指針適合に必要な情報を整備、バ

イレメ指針適合の確認（3 株以上）、

頒布体制の確立 

3 株 （ RHA1 株 、 UCH007 、

UCH004）について、指針適合確

認の審査を受けた。RHA1 株に

ついて確認済み。 

一 部 達

成 

バイオレメディエーションのための標準微生物の確立 

３．「多種微生物群の包括的解析技術の開発」 

要素技術 目標・指標 成果 達成度 

2-a) 実験室レベ

ルでのバイレメ実

験 

実験室レベルでのバイレメ試験系

を確立し、バイレメの有効性と生態

系への影響を評価する。 

好気的分解菌 RHA1 株および

20B 株を用いて試験系を確立

し、効果を確認した。同時に微

生物群集の変化を評価した。 

達成 
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2-b) 実汚染現場

に おけるバイレ

メ実験 

複数の実環境においてバイオステ

ィミュレーション浄化を実施し、生態

系影響のための試料を提供する。 

操業中の工場敷地内 3 地点に

おいて浄化試験を実施し、試料

を提供した。 

達成 

2-c) 次世代シー

ケンサーによる網

羅的な微生物叢

解析 

次世代シーケンサーを用いた網羅

的な菌叢解析手法を確立し、バイ

オスティミュレーションサイトにおけ

る生態系影響評価を実施。 

3地点の試験サイトにおいて、新

型シーケンサーを用いた網羅的

な菌叢解析による生態系影響

評価を実施した。 

達成 

2-d) 超並列塩基

配列解析による

指標微生物の特

定 

ヒト病原菌検出系および病原菌等

の特定による生態系影響評価手法

の確立  

指標微生物としてヒト病原菌を

検出する系を確立した。 

達成 

2-e) 環境メタトラ

ンスクリプトーム

解析 

環境試料からの RNA 抽出・配列解

析手法の確立、RNA を指標とした

網羅的な菌叢解析手法の開発と生

態系影響評価。 

環境試料からのRNA抽出・配列

解析手法を確立し、生態系影響

評価を実施した。 

 

達成 

2-f) 指標微生物

群の定量的モニ

タリング手法の開

発 

指標候補微生物群の検出PCRプラ

イマーの開発と指標微生物候補に

対する定量的モニタリング技術の

確立。 

細菌、古細菌それぞれに特異的

な PCR プライマー設計し、内部

標準を用いた定量性測定技術

を確立した。 

達成 

2-g) 生態系影響

評価標準的プロト

コールの作成 

標準的なプロトコールの作成。 標準的なプロトコールを作成し

た。 

達成 

2-h) プロトコール

実施のための核

酸標準物質の整

備 

プロトコールを実施するための核酸

標準物質の頒布体制の整備。 

プロトコールを実施するための

核酸標準物質の頒布体制を整

えた。 

達成 

バイオレメディエーションのための標準微生物の確立 

４．「生態系への総合的影響評価手法の開発（実証実験）」 

要素技術 目標・指標 成果 達成度 

導入菌株のモニ

タリング （長岡技

大、産総研）  

指針適合株のバイオオーグメンテ

ーションにおける動態と効果を評価

する。 

指針適合株をバイオオーグメン

テーションに使用し、動態と効果

を評価した。 

達成 

生態系影響評価

手法の確立 （東

大、産総研、製品

評価機構）  

開発した生態系影響評価手法を確

立する。 

バイオオーグメンテーションにおけ

る生態系への影響を評価する。 

バイオオーグメンテーション試験

で取得したサンプルについて生

態系への影響を評価した。 

達成 

標準株の維持管

理（製 品 評 価 機 構 ）  

バイレメ指針適合株の頒布体制を

整える。 

バイレメ指針適合株の頒布体制

を整えた。 

達成 
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(2) 目標及び計画の変更の有無 

なし 

 

＜共通指標＞ 

要素技術 論文数 
論文の 

被引用度数 
講演・発
表数 

特許等件数 
（出願を含む） 

シアン汚染土壌の飽和・不飽和層原位置

バイオレメディエーションの研究開発 
6 1 0 13 

ラジアルウェルを活用したパッシブな新規

土壌修復技術の研究開発 
0 0 12 0 

低コスト原位置電気修復技術の研究開発 3 0 11 0 

次世代バイオレメディエーション普及のた

めのセーフバイオシステムの研究開発 
8 12 90 1 

計 17 13 113 14 

 

評価概要 

１．事業の目的・政策的位置付けの妥当性 

本事業は、技術戦略マップの導入シナリオにおいて位置づけられており、土壌汚染対策法の一部改

正に伴う附帯決議を踏まえて実施するものであることから、政策的意義は明確である。また、使用さ

れる微生物の安全性評価手法の開発が急がれていることから、国が積極的に支援することは極めて妥

当であったと判断される。 

本事業は、土壌汚染対策を目的としており、汚染対策などの環境関連の研究開発は、生来が市場性

から民間主体で進めるのが難しい面を抱えていることから、国として積極的に関与するべき分野であ

る。 

なお、本事業では、必ずしも原位置土壌浄化の重要な課題の全てをカバーできているといえず、よ

り広範な技術開発の支援をするべきである。 

 

２．研究開発等の目標の妥当性 

要素技術ごとに挑戦的でかつ具体的な目標および目標水準が設定されている。また目標達成度を測

定判断するための指標が適切に設定されている。 

「原位置処理重金属等土壌汚染対策技術開発」では既存掘削除去費用の１／２以内という数値目標

を設定している。また、「VOCの微生物等を利用した環境汚染物質浄化技術開発」では導入微生物の合

理的な安全評価手法と標準的な生態系影響評価手法の確立を目標としており、いずれも明確な目標設

定と認められる。  

なお、目標に対する成果が、設定条件により変わることから、その部分の説明はより積極的に行わ

れることが望ましい。また、単純な目標設定になっている印象を受けたことから、市場を詳細に調査

し、複数の技術や条件との比較から目標を設定する方が望ましい。  
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３．成果、目標の達成度の妥当性 

各要素技術の開発において実証試験レベルでの検討を行った上で数年以内の実用化が可能な技術

を確立しており、目標値のレベルに到達している。また、バイレメ普及に資する安全性評価手法と生

態系影響評価手法の確立という目標も達成されている。 

学術論文の公表、成果の学会発表、特許の出願等が相当数行われるなどの成果も見られ、事業全体

で見ると設定された目標は達成され想定を上回る成果が得られたと判断する。 

目標の達成度に関して、どの程度の達成度合かが分かるようできるだけ数値化し、必要に応じて図

絵化を図るなどして示していくことが望ましいものがある。 

一部の技術開発において、当初計画に比べると限定した範囲の検討にとどまっているものが見受け

られる。 

 

４．事業化、波及効果についての妥当性 

各要素技術において数年以内での実用化の方向性は示されており、中にはすでに実質的に実用段階

に到達しているものもある。また、当初想定しなかった汚染物質への適用性の確認、要素技術を構成

する個別技術での適用性などの波及効果が明らかになっている。 

web を利用した情報発信により、相当数の技術相談がなされるといった成果も得られている。 

土壌浄化事業は、浄化技術の採用にあたりこれまでの実績が重要視されるため、新規に開発された

技術が実用化されるまでには継続的な実証試験が求められる。したがって今回の事業終了後も、実施

企業に対して何らかのフォローアップを行う枠組みが作られることで、実用化が促進されるのではな

いかと思われる。 

技術、コスト、体制等多面的な検証の実施により、事業化や波及効果の見通しについてさらに計画

性のあるものにしていく余地が残されている。 

 

５．研究開発マネジメント・体制等の妥当性 

全体としては大きな計画変更がなく目標達成に至っており、研究計画は適切であった。また、事業

の実施者はいずれも実績と実力のある企業／大学で構成されており、適切な選考が行われたと評価で

きる。 

各研究開発について、経済産業省や技術検討委員会が適確なコメントや指示を出すことによって柔

軟な事業運営がなされたものと評価できる。 

 

６．費用対効果の妥当性 

土壌汚染対策の市場規模は約 1,000億円／年で推移しており、その大部分が掘削除去であるため、

掘削除去の１／２で対策が可能となる本事業の成果は、大きな対策費用削減効果が得られるポテンシ

ャルを有する。また、掘削除去された汚染土壌の処分場の残容量に限りがあり、新規造成も困難なこ

とから、社会的効果も大きい。 

計画に見合った原寸大の成果にあるが、それを超えるものまでには至っていない。 

成果を普及させるためには、低コストの原位置浄化技術を開発・提供するだけでなく、組織的なア

ウトリーチ活動が望まれる。 
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７．総合評価 

現在の我が国における土壌汚染対策の抱える問題点を解決するためにはバイオレメディエーショ

ン等の低コスト・低環境負荷技術の開発は必要不可欠であり、国が積極的に支援することは極めて妥

当であった。 

事業化については全体として受注には至っていないものの複数の引き合いがあり、実施が期待でき

る。 

バイオレメディエーション微生物評価技術については、環境中に存在する有害菌解析手法を開発し

たほか、好気性塩素化エチレン分解菌１株についてバイレメ指針適合が確認されたことは評価でき

る。 

原位置土壌浄化の幾つかの有望な新技術やその支援基盤が確立されており、今後の実用化への展開

が期待できる成果が得られたことは高く評価できる。 

各開発技術について、詳細な解析による市場の見積が十分になされているとはいえず、事業の産業

上の価値を定量的に評価すことを望む。 

バイオレメディエーションの普及においては、実施する事業者の裾野を拡大することも重要である

が、今後、市民の理解を得る配慮や工夫も必要である。 

 

８．今後の研究開発の方向等に関する提言 

バイレメ等の浄化技術の本格的な事業化に向けては実証試験を積み重ねてデータを蓄積していく

ことが必要である。実証試験の実施を企業のみで担うのは容易ではなく、国の継続的な支援が望まれ

る。実証試験は小規模の現場試験とその結果に基づいたシミュレーションでも構わない。 

各要素技術の組み合わせを行うことにより新たな展開も生まれると考えられる。担当者間でとりあ

えず机上検討だけでも行うことが望まれる。 

バイレメの普及に資する安全評価手法と生態系影響評価手法については、本研究開発で確立された

手法を安価で提供できる事業者の育成が望まれる。 

掘削除去に対する優位性を考えると、コスト並びに修復期間の削減が必要となり、今後は、バイオ

と物理・化学処理との組み合わせについての検討が望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



x 
 

評点結果 

 

 

評点法による評点結果 

（土壌汚染対策のための技術開発プロジェクト） 

評点 A委員 B委員 C委員 D委員

１．事業の目的・政策的位置づけの妥当性 2.50 3 2 3 2

２．研究開発等の目標の妥当性 1.75 2 2 2 1

３．成果、目標の達成度の妥当性 1.75 3 1 2 1

４．事業化、波及効果についての妥当性 1.50 2 1 2 1

５．研究開発の実施・マネジメント体制等の妥当性 2.00 3 1 2 2

６．費用対効果の妥当性 1.50 2 1 2 1

７．総合評価 2.00 2 2 2 2
 

 

 

 

 



  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第１章 評価の実施方法
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第１章 評価の実施方法 

 

 

本プロジェクト評価は、「経済産業省技術評価指針」（平成 26 年 4 月改定、以

下「評価指針」という。）に基づき、以下のとおり行われた。 

 

１．評価目的 

 

 評価指針においては、評価の基本的考え方として、評価実施する目的として 

(1)より良い政策・施策への反映 

(2)より効率的・効果的な研究開発の実施 

(3)国民への技術に関する施策・事業等の開示 

(4)資源の重点的・効率的配分への反映 

を定めるとともに、評価の実施にあたっては、 

(1)透明性の確保 

(2)中立性の確保 

(3)継続性の確保 

(4)実効性の確保 

を基本理念としている。 

プロジェクト評価とは、評価指針における評価類型の一つとして位置付け

られ、プロジェクトそのものについて、同評価指針に基づき、事業の目的・

政策的位置付けの妥当性、研究開発等の目標の妥当性、成果、目標の達成度

の妥当性、事業化、波及効果についての妥当性、研究開発マネジメント・体

制・資金・費用対効果等の妥当性の評価項目について、評価を実施するもの

である。 

その評価結果は、本プロジェクトの実施、運営等の改善や技術開発の効果、

効率性の改善、更には予算等の資源配分に反映させることになるものである。 

 

２．評価者 

 

 評価を実施するにあたり、評価指針に定められた「評価を行う場合には、

被評価者に直接利害を有しない中立的な者である外部評価者の導入等によ

り、中立性の確保に努めること」との規定に基づき、外部の有識者・専門家

で構成する検討会を設置し、評価を行うこととした。 

 これに基づき、評価検討会を設置し、プロジェクトの目的や研究内容に即
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した専門家や経済・社会ニーズについて指摘できる有識者等から評価検討会

委員名簿にある５名が選任された。 

 なお、本評価検討会の事務局については、指針に基づき経済産業省商務情

報政策局生物化学産業課が担当した。 

 

３．評価対象 

 

 土壌汚染対策のための技術開発（実施期間：平成２３年度から平成２６年度）

を評価対象として、研究開発実施者（新日鉄住金エンジニアリング株式会社、

大阪ガス株式会社、株式会社不動テトラ、土壌修復ラジアルウェル技術研究組

合、株式会社島津製作所、長岡技術科学大学、東京大学、岐阜大学）から提出

されたプロジェクトの内容・成果等に関する資料及び説明に基づき評価した。 

 

４．評価方法 

 

第１回評価検討会においては、研究開発実施者からの資料提供、説明及び質

疑応答、並びに委員による意見交換が行われた。 

第２回評価検討会においては、それらを踏まえて「プロジェクト評価におけ

る標準的評価項目・評価基準」、今後の研究開発の方向等に関する提言等及び要

素技術について評価を実施し、併せて４段階評点法による評価を行い、評価報

告書(案)を審議、確定した。 

また、評価の透明性の確保の観点から、知的財産保護、個人情報で支障が生

じると認められる場合等を除き、評価検討会を公開として実施した。 

 

５．プロジェクト評価における標準的な評価項目・評価基準 

 

評価検討会においては、経済産業省産業技術環境局技術評価室において平成

２５年４月に策定した「経済産業省技術評価指針に基づく標準的評価項目・評

価基準について」のプロジェクト評価（中間・事後評価）に沿った評価項目・

評価基準とした。 

 

１．事業の目的・政策的位置付けの妥当性 

（１）事業目的は妥当で、政策的位置付けは明確か。 

・事業の政策的意義（上位の施策との関連付け等） 

・事業の科学的・技術的意義（新規性・先進性・独創性・革新性・先導性

等） 
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・社会的・経済的意義（実用性等） 

（２）国の事業として妥当であるか、国の関与が必要とされる事業か。 

・国民や社会のニーズに合っているか。 

・官民の役割分担は適切か。 

 

２．研究開発等の目標の妥当性 

（１）研究開発等の目標は適切かつ妥当か。 

・目的達成のために具体的かつ明確な研究開発等の目標及び目標水準を設

定しているか。特に、中間評価の場合、中間評価時点で、達成すべき水

準（基準値）が設定されているか。 

・目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 

 

３．成果、目標の達成度の妥当性 

（１）成果は妥当か。 

・得られた成果は何か。 

・設定された目標以外に得られた成果はあるか。 

・共通指標である、論文の発表、特許の出願、国際標準の形成、プロトタ

イプの作製等があったか。 

 

（２）目標の達成度は妥当か。 

・設定された目標の達成度（指標により測定し、中間及び事後評価時点の

達成すべき水準（基準値）との比較）はどうか。 

 

４．事業化、波及効果についての妥当性 

（１）事業化については妥当か。 

   ・事業化の見通し（事業化に向けてのシナリオ、事業化に関する問題点及

び解決方策の明確化等）は立っているか。 

（２）波及効果は妥当か。 

・成果に基づいた波及効果を生じたか、期待できるか。 

・当初想定していなかった波及効果を生じたか、期待できるか。 

 

５．研究開発マネジメント・体制・資金・費用対効果等の妥当性  

（１）研究開発計画は適切かつ妥当か。 

・事業の目標を達成するために本計画は適切であったか（想定された課題

への対応の妥当性）。 
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・採択スケジュール等は妥当であったか。 

・選別過程は適切であったか。 

・採択された実施者は妥当であったか。 

 

（２）研究開発実施者の実施体制・運営は適切かつ妥当か。 

・適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか、いたか。 

・全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる

環境が整備されているか、いたか。 

・目標達成及び効率的実施のために必要な、実施者間の連携／競争が十分

に行われる体制となっているか、いたか。 

・成果の利用主体に対して、成果を普及し関与を求める取組を積極的に実

施しているか、いたか。 

 

（３）資金配分は妥当か。 

・資金の過不足はなかったか。 

・資金の内部配分は妥当か。 

 

（４）費用対効果等は妥当か。 

・投入された資源量に見合った効果が生じたか、期待できるか。 

・必要な効果がより少ない資源量で得られるものが他にないか。 

 

（５）変化への対応は妥当か。 

・社会経済情勢等周辺の状況変化に柔軟に対応しているか（新たな課題へ

の対応の妥当性）。 

・代替手段との比較を適切に行ったか。 

 

６．総合評価 

 

７．今後の研究開発の方向等に関する提言  

 

































































































































































































































































































































































































































  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第３章 評価
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第３章 評価 

 

１．事業の目的・政策的位置付けの妥当性 
 

○ 本事業は、技術戦略マップの導入シナリオにおいて位置づけられており、土壌汚染

対策法の一部改正に伴う附帯決議を踏まえて実施するものであることから、政策的

意義は明確である。また、使用される微生物の安全性評価手法の開発が急がれてい

ることから、国が積極的に支援することは極めて妥当であったと判断される。 

○ 本事業は、土壌汚染対策を目的としており、汚染対策などの環境関連の研究開発は、

生来が市場性から民間主体で進めるのが難しい面を抱えていることから、国として

積極的に関与するべき分野である。 

○ なお、本事業では、必ずしも原位置土壌浄化の重要な課題の全てをカバーできてい

るといえず、より広範な技術開発の支援をするべきである。  

 

【肯定的意見】 

・ 現在の我が国における土壌汚染対策は高コストの掘削除去法が偏重されている状

況にある。バイオレメディエーション（以下バイレメ）技術は国の技術戦略マップ

２０１０に明確に位置づけられた内容であり、低コスト低環境負荷の修復技術とし

ての期待は大きい。一方で使用される微生物の安全性に関する不安が払拭されてい

ない状況があり、科学的な知見に基づく安全性評価手法の開発が急がれている。こ

れらの状況は事業期間を通じて大きな変化はなく、それらを打破するためにはバイ

レメ技術の開発は必要不可欠であり、国が積極的に支援することは極めて妥当であ

ったと判断される。（Ａ委員） 

・ 政策的位置付けは明確に提示されており、特に、先導性と実用性など技術と経営の

両面から見た場合、その政策的意義は大きいものがある。（Ｂ委員） 

・ 本事業は化学物質総合評価管理分野の技術マップ中の導入シナリオにおいて位置

づけられ、また土壌汚染対策法の一部改正に伴う附帯決議を踏まえて実施するもの

であり、政策的意義は明確である。重金属汚染土壌対策としては、現状多く採用さ

れている掘削除去に対して安価な原位置浄化方法の確立が切望されてきた。また、

VOC 汚染土壌対策として普及が期待されるバイオオーグメンテーションについては、

使用微生物の安全性評価等に対する事業者の負担が高いことが課題になっていた。

本事業はこれらの２つの課題を解決することを目的としており、技術的・実用的に

意義のあるものである。（Ｃ委員） 

・ 本事業は社会的なニーズが高く、技術確立が急がれることから、国の事業として実

施することは妥当である。「原位置処理重金属等土壌汚染対策技術開発」で採択さ
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れた各技術は実用性が高く、対策費用の削減に寄与するものと期待できる。一方、

バイレメの普及に資する安全性評価システムの構築は公共性が高く、委託事業とし

て実施する必然性が認められる。技術的にも新規性・先進性の高い優れた事業であ

ると評価できる。（Ｃ委員） 

・ 環境行政、科学技術／産業振興の両視点から国の政策と明確に合致した重要な事業

とみなせる。また、”環境は”生来が市場性から難しい面を抱えており、国として

積極的に関与するべき分野である。（Ｄ委員） 

 

【問題点・改善すべき点】 

・ 中小企業･小規模事業者にとって土壌汚染のための対策は、費用、使いやすさ、効

果性、時間など多様な選択肢が用意されていることが望ましく、国の適切な関与の

下、その事業環境を整備するためには、継続的、着実な取組みが求められる。（Ｂ

委員） 

・ 中間評価では上記２課題「原位置処理重金属等土壌汚染対策技術開発」並びに「VOC

の微生物等を利用した環境汚染物質浄化技術開発」に対するテーマで得られた成果

を有機的に結び付けるスキームについて考慮することが望ましいとされていたが、

明確なスキームの提案が見受けられなかった。（Ｃ委員） 

・ 各研究開発（4件）では、必ずしも原位置土壌浄化の重要な課題の全てをカバーで

きているといえず、より広範な技術開発の支援があってもよかった。（Ｄ委員） 
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２．研究開発等の目標の妥当性 
○ 要素技術ごとに挑戦的でかつ具体的な目標および目標水準が設定されている。また

目標達成度を測定判断するための指標が適切に設定されている。 

○ 「原位置処理重金属等土壌汚染対策技術開発」では既存掘削除去費用の１／２以内

という数値目標を設定している。また、「VOC の微生物等を利用した環境汚染物質

浄化技術開発」では導入微生物の合理的な安全評価手法と標準的な生態系影響評価

手法の確立を目標としており、いずれも明確な目標設定と認められる。  

○ なお、目標に対する成果が、設定条件により変わることから、その部分の説明はよ

り積極的に行われることが望ましい。また、単純な目標設定になっている印象を受

けたことから、市場を詳細に調査し、複数の技術や条件との比較から目標を設定す

る方が望ましい。  

 

【肯定的意見】 

・ ４つの要素技術ごとに挑戦的でかつ具体的な目標および目標水準が設定されてい

る。またいずれの要素技術の研究開発においても目標達成度を測定判断するための

指標が適切に設定されている。（Ａ委員） 

・ 目標達成のために、対策費に係るコスト削減、作業時間の短縮、業態に応じた対策

の選択肢の提示など、目標水準は適切に設定されている。達成度の判断の設定も適

切なものとなっている。（Ｂ委員） 

・ 「原位置処理重金属等土壌汚染対策技術開発」では操業中の工場・事業所でも適用

可能な原位置浄化技術の確立を目標とし、既存掘削除去費用の１／２以内という数

値目標を設定している。また、「VOCの微生物等を利用した環境汚染物質浄化技術

開発」ではバイレメの普及に資する導入微生物の合理的な安全評価手法と標準的な

生態系影響評価手法の確立を目標としており、いずれも明確な目標設定と認められ

る。（Ｃ委員） 

 

【問題点・改善すべき点】 

・ 事業の性格上やむを得ない点ではあるが、一部の要素技術において定量的には評価

しにくい指標が見受けられた。（Ａ委員） 

・ 目標に対する成果が、設定条件により、相当程度変わることから、その部分の説明

はより積極的に行われることが望ましい。（Ｂ委員） 

・ 「原位置処理重金属等土壌汚染対策技術開発」では対策費用の数値目標が掲げられ

ていることは評価できるものの、対策の実施には当該工法が適用可能な地盤・土層

かどうかや、工期などにも大きく影響される。また、掘削除去に対して費用が１／

２であることが、特に中小事業者が自主対策を進めるためのインセンティブになり

得るのかについての議論が十分になされた上での目標設定であったのか（１／１０
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にならないと普及しないということはないのか）不明である。（Ｃ委員） 

・ 「VOCの微生物等を利用した環境汚染物質浄化技術開発」では、従来の評価手法に

比べて費用、時間の削減効果を数値目標化することも可能であったのではないかと

思われる。（Ｃ委員） 

・ 開発技術の比較対照とする技術と比較の条件（浄化サイトの特性・制約など）を明

確に定めることが難しいのは理解するが、全体に単純な目標設定になっている印象

を受ける。市場をより詳細に調査し、複数の技術や条件との比較から目標を設定す

べき部分があったのではと感じる。（Ｄ委員） 
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３．成果、目標の達成度の妥当性 
○ 各要素技術の開発において実証試験レベルでの検討を行った上で数年以内の実用

化が可能な技術を確立しており、目標値のレベルに到達している。また、バイレメ

普及に資する安全性評価手法と生態系影響評価手法の確立という目標も達成され

ている。 

○ 学術論文の公表、成果の学会発表、特許の出願等が相当数行われるなどの成果も見

られ、事業全体で見ると設定された、目標は達成され想定を上回る成果が得られた

と判断する。 

○ 目標の達成度に関して、どの程度の達成度合かが分かるようできるだけ数値化し、

必要に応じて図絵化を図るなどして示していくことが望ましいものがある。 

○ 一部の技術開発において、当初計画に比べると限定した範囲の検討にとどまってい

るものが見受けられる。 

 

 

【肯定的意見】 

・ いずれの要素技術の開発においても実証試験レベルでの検討を行った上で数年以

内の実用化が可能な技術を確立しており、当初に設定した掘削除去の１／２以内の

対策費という目標値のレベルに到達している。また、環境有害菌の判別方法開発や

指針適合審査株の選定等を通じ、バイレメ普及に資する安全性評価手法と生態系影

響評価手法の確立という目標も達成されている。学術論文の公表、成果の学会発表、

特許の出願等が相当数行われるなどの成果も見られ、事業全体で見ると設定された

目標は達成され想定を上回る成果が得られたと判断する。（Ａ委員） 

・ 目標・指標、成果、達成度は明確に示され、妥当なものとなっている。（Ｂ委員） 

・ 「原位置処理重金属等土壌汚染対策技術開発」では、いずれも実証試験を行い開発

技術の適用性を確認でき、全体としては掘削除去に対して費用１／２の目標を達成

した。個別には、シアン汚染土壌について、透水性の低い地盤についても適用可能

な混練・注入法を開発し、原位置バイレメ実証試験で６か月後に基準値以下を確認

した。ラジアルウェルを活用したパッシブな土壌修復法については、鉛汚染土壌を

地上の大型コンクリート槽に充填し、排水循環システムの有効性を確認した。また、

各要素技術も確立した。原位置電気修復技術については、鉛汚染土壌について１ｍ
３の実証試験を行い、電力量の目標値を達成した。（Ｃ委員） 

・ 「VOC の微生物等を利用した環境汚染物質浄化技術開発」では、有害菌 51 株につ

いて指標遺伝子を特定し、解析手法を開発したほか、有害菌の情報を一元化したデ

ータベースを作成して公開した。好気性塩素化エチレン分解菌１株についてバイレ

メ指針適合が確認された。嫌気性脱塩素細菌を我が国で初めて単離した。その他の

要素技術についても目標を達成した。（Ｃ委員） 
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【問題点・改善すべき点】 
・ 「達成」と分かりやすく評価することは必要であるが、他方、明確性をやや欠くこ

とにはなるが、どの程度の達成度合かが分かるようできるだけ数値化し、必要に応

じて図絵化を図るなどして示していくことが望ましいものがある。（Ｂ委員） 

・ パッシブな土壌修復法については、対象金属ごとに溶出条件が異なるため、複合汚

染については複数回の処置が必要となり、掘削除去に対して費用１／２の目標を達

成できるのかどうか不明である。原位置電気修復技術については、地盤・土層によ

って適用範囲が限定されると思われる。また、コストは電気料金に依存するので、

ケーススタディを細かく実施する必要があるのではないか。（Ｃ委員） 

・ 一部の技術開発において、当初計画に比べると限定した範囲の検討にとどまってい

るものが見受けられる。また、論文等の成果の公表も数少ないものがある。（Ｄ委

員） 
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４．事業化、波及効果についての妥当性 
○ 各要素技術において数年以内での実用化の方向性は示されており、中にはすでに実

質的に実用段階に到達しているものもある。また、当初想定しなかった汚染物質へ

の適用性の確認、要素技術を構成する個別技術での適用性などの波及効果が明らか

になっている。 

○ web を利用した情報発信により、相当数の技術相談がなされるといった成果も得ら

れている。 

○ 土壌浄化事業は、浄化技術の採用にあたりこれまでの実績が重要視されるため、新

規に開発された技術が実用化されるまでには継続的な実証試験が求められる。した

がって今回の事業終了後も、実施企業に対して何らかのフォローアップを行う枠組

みが作られることで、実用化が促進されるのではないかと思われる。 

○ 技術、コスト、体制等多面的な検証の実施により、事業化や波及効果の見通しにつ

いてさらに計画性のあるものにしていく余地が残されている。 

 

 

【肯定的意見】 

・ いずれの要素技術もここ数年間の期間内での実用化の方向性は示されており、要素

技術の中にはすでに実質的に実用段階に到達しているものもある。現在引き合いが

来ている案件の中から実証試験につなげ、そこでデータを蓄積していくことにより

実用化に到達すると考えられる。また、当初想定しなかった汚染物質への適用性の

確認、要素技術を構成する個別技術での適用性などの波及効果が明らかになってお

り、また開設された HP からの情報発信により、相当数の技術相談がなされるとい

った成果も得られている。（Ａ委員） 

・ 事業化に向けた経過年とその内容は示されている。解決方策の明確化に向けた試み

がある。波及効果について、一部期待できるところが見られる。（Ｂ委員） 

・ 全体として受注には至っていないものの複数の引き合いがあり、実施が期待できる。

（Ｃ委員） 

・ 「原位置処理重金属等土壌汚染対策技術開発」はターゲット市場を明確に認識し、

既に受注活動を進めている。また、シアン汚染土壌については、高度経済成長期に

建設されたメッキ工場の更新、移転を商機としている。また、油複合汚染への適用

も可能なため、石炭ガス工場跡地も対象となると期待される。特許出願 13 件は評

価できる。ラジアルウェルを活用したパッシブな土壌修復法については、各要素技

術が単独で利用でき、波及効果が大きいと期待される。原位置電気修復技術につい

ては平成 25年度以降、営業活動を開始している。（Ｃ委員） 

・ 「VOC の微生物等を利用した環境汚染物質浄化技術開発」は NITE のホームページ

でデータベースを公開済で、約 700件／月のアクセスがあり、バイレメに対する関
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心の高さがうかがえる。また、国内外の学会に数多く発表を行い、論文も 9件発表

していることは評価できる。（Ｃ委員） 

・ セーフバイオシステムの研究開発は特に、安全性評価というバイレメの大きなハー

ドルの一つを下げる成果を出しており、今後の波及効果は一定以上あるものと評価

する。（Ｄ委員） 

 

【問題点・改善すべき点】 

・ 土壌浄化事業そのものの問題に関わることであるが、浄化技術の採用にあたりこれ

までの実績が重要視されるため、新規に開発された技術が実用化されるまでには継

続的な実証試験が求められる。したがって今回の事業終了後も、実施企業に対して

何らかのフォローアップを行う枠組みが作られることで、実用化が促進されるので

はないかと思われる。（Ａ委員） 

・ 実用化、事業化を果たすことで国からの投資に妥当性を見ることから、技術、コス

ト、体制等多面的な検証等の実施により、事業化や波及効果の見通しについてさら

に計画性のあるものにしていく余地が残されている。（Ｂ委員） 

・ 「原位置処理重金属等土壌汚染対策技術開発」については業界誌等を通じて、掘削

除去に対するメリットを需要者にアピールすることが重要であるが、終了時までの

対外発表数が少ない。また、バイレメの普及においては、実施する事業者の裾野を

拡大することも重要であるが、市民の理解を得る配慮・工夫も必要と思われる。（Ｃ

委員） 

・ 難しいことかもしれないが、各開発技術を適用し得るサイト（市場）をより詳細に

解析し、明確化することが重要である。（Ｄ委員） 
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５．研究開発マネジメント・体制等の妥当性 
○ 全体としては大きな計画変更がなく目標達成に至っており、研究計画は適切であっ

た。また、事業の実施者はいずれも実績と実力のある企業／大学で構成されており、

適切な選考が行われたと評価できる。 

○ 各研究開発について、経済産業省や技術検討委員会が適確なコメントや指示を出す

ことによって柔軟な事業運営がなされたものと評価できる。 

 

 

【肯定的意見】 

・ ハードルの高い目標が設定されていたにも関わらず、期間内に所定の目標がすべて

達成されていたことから、研究計画は適切であったと判断される。事業の実施者は

いずれも関連する業界／学会で実績と実力のある企業／大学で構成されており、適

切な選考が行われたと判断される。また各要素技術の検討においては、それぞれの

プロジェクトリーダーが責任をもって全体を指揮する体制が確立されていた。全体

的な国の研究予算削減の流れの中で、本事業の研究資金は大きな減額なく４年間確

保され、またその配分も適切なものであった。研究期間内で大きな社会情勢の変化

はなかったものの、ひとつの要素技術の実施過程で検討事項が多岐に広がる懸念が

生じた際に、実施者と事務局間で適切な協議が行われ、要点を絞った実施内容に修

正する対応がとられた。（Ａ委員） 

・ 計画とその推進役は機能している。（Ｂ委員） 

・ 変化への対応のための代替手段への意欲、努力も感じ取れるところがある。（Ｂ委

員） 

・ 全体としては大きな計画変更がなく目標達成に至っており、当初計画は妥当と認め

られる。研究実施者の実施体制・運営、資金配分に大きな問題はなかった。実証試

験においては、試験サイトの選定等の問題があり、当初予定から計画を変更して実

施する場合もあったが、概ね予定通りの成果が得られた。（Ｃ委員） 

・ ラジアルウェルを活用したパッシブな土壌修復法については、実証サイトが確保で

きなかったため鉛汚染土壌を地上の大型コンクリート槽に充填して試験を実施し

た。（Ｃ委員） 

・ 「VOC の微生物等を利用した環境汚染物質浄化技術開発」では平成 25 年度からバ

イオオーグメンテーションの野外試験を実施する予定であったが、指針適合審査が

遅れたため、平成 26年度のみの野外試験に計画を変更して実施した。（Ｃ委員） 

・ 各研究開発について、経済産業省や技術検討委員会が適確なコメントや指示を出す

ことによって柔軟な事業運営がなされたものと考える。（Ｄ委員） 
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【問題点・改善すべき点】 

・ 予算・資金調達の観点から実施体制に相当な制約が掛かった場合、体制難→運営難

→資金難 のマイナスの循環に陥ることのないよう組織と事業の双方で管理の改

善を図る面がある。スタートから体制難とならないよう初期管理を徹底すべき。（Ｂ

委員） 

・ 電気修復法については、計画時平成 22 年度の自社の電力料金に基づきコストを計

算しているが、産業用電力料金は平成 24年度には平成 22年度から約 3割上昇して

いる（経済産業省平成 26年 11月資料「エネルギー価格の動向について」より）現

状を考慮する必要はなかったか。（Ｃ委員） 
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６．費用対効果等の妥当性 
○ 土壌汚染対策の市場規模は約 1,000億円／年で推移しており、その大部分が掘削除

去であるため、掘削除去の１／２で対策が可能となる本事業の成果は、大きな対策

費用削減効果が得られるポテンシャルを有する。また、掘削除去された汚染土壌の

処分場の残容量に限りがあり、新規造成も困難なことから、社会的効果も大きい。 

○ 計画に見合った原寸大の成果にあるが、それを超えるものまでには至っていない。 

○ 成果を普及させるためには、低コストの原位置浄化技術を開発・提供するだけでな

く、組織的なアウトリーチ活動が望まれる。 

 

【肯定的意見】 

・ 潜在的な市場まで見込んだ場合、バイレメ等の適用が期待される汚染土壌修復の市

場は日本国内だけでも数兆円に達すると考えられ、投入された資源量に十分見合う

だけの効果が期待できる。（Ａ委員） 

・ 投入した費用に順応した効果に対する期待は果たされている。（Ｂ委員） 

・ 土壌汚染対策の市場規模は平成 19 年以降、約 1,000 億円／年で推移しており、そ

の大部分が掘削除去であるため、掘削除去の１／２で対策が可能となる本事業の成

果は、大きな対策費用削減効果が得られるポテンシャルを有する。また、掘削除去

された汚染土壌の処分場の残容量に限りがあり、新規造成も困難なことから、社会

的効果も大きい。バイレメについては、標準化により社会的な受容性が高まり、普

及が進むことが期待される。（Ｃ委員） 

 

 

【問題点・改善すべき点】 

・ 投入した費用を大きく超えるような､想定外の効果に乏しい。（Ｂ委員） 

・ 計画に見合った原寸大の成果にあるが、それを超えるものまでには至っていない。 

・ 代替を図ることに対して改善を図る面がある。（Ｂ委員） 

・ 平成 21 年に土壌汚染対策法の一部が改正され、工場等の操業中から自主的な対策

を進めることが促されているものの、法契機以外の対策件数は平成 22 年以降、む

しろ減少傾向にある（土壌環境センター「土壌汚染状況調査・対策」に関する実態

調査結果（平成 26年度）より）。低コストの原位置浄化技術を開発・提供するだけ

でなく、組織的なアウトリーチ活動が必要ではないか。（Ｃ委員） 

・ 開発された技術の価値（環境技術としての価値）については概ね十分な費用対効果

があると考えるが、実用化に関して、市場規模についてのより精緻な見積が必要で

ある。（Ｄ委員） 
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７．総合評価 

○ 現在の我が国における土壌汚染対策の抱える問題点を解決するためにはバイレメ

等の低コスト・低環境負荷技術の開発は必要不可欠であり、国が積極的に支援する

ことは極めて妥当であった。 

○ 事業化については全体として受注には至っていないものの複数の引き合いがあり、

実施が期待できる。 

○ バイレメ微生物評価技術については、環境中に存在する有害菌解析手法を開発した

ほか、好気性塩素化エチレン分解菌１株、嫌気性脱塩素細菌１株についてバイレメ

指針適合が確認されたことは評価できる。 

○ 原位置土壌浄化の幾つかの有望な新技術やその支援基盤が確立されており、今後の

実用化への展開が期待できる成果が得られたことは高く評価できる。 

○ 各開発技術について、詳細な解析による市場の見積が十分になされているとはいえ

ず、事業の産業上の価値を定量的に評価することを望む。 

○ バイレメの普及においては、実施する事業者の裾野を拡大することも重要である

が、今後、市民の理解を得る配慮や工夫も必要である。 

 

 

【肯定的意見】 

・ 現在の我が国における土壌汚染対策の抱える問題点を解決するためにはバイレメ

等の低コスト・低環境負荷技術の開発は必要不可欠であり、国が積極的に支援する

ことは極めて妥当であった。本事業を通じて実証試験レベルでの検討を行った上で

数年以内の実用化が可能な技術が確立されており、想定を上回る成果が得られたと

判断する。今後は実証試験を積み重ねてデータを蓄積していくことにより実用化に

到達すると考えられる。研究計画は適切であり、適切な事業の実施者が選考され、

資金の配分も適切なものであり、研究実施の過程では状況に応じた必要な対応がと

られていた。バイレメ技術等の潜在的な市場まで見込むと投入された資源量に十分

見合うだけの効果が期待できる。（Ａ委員） 

・ プロジェクトの多様性と個性的な取組は本事業の成果として評価する。（Ｂ委員） 

・ 本事業は土壌対策法の一部改正に伴う附帯決議を踏まえて実施するものであり、上

位施策との関連性も明確で、社会的ニーズも高く、国の事業として実施することは

妥当である。研究開発では操業中の工場・事業所でも適用可能な原位置浄化技術を

確立すること、及びバイレメの普及に資する導入微生物の合理的な安全評価手法と

標準的な生態系影響評価手法を確立することの 2つの目標が定められており、目標

達成度を判断する指標も適切に設定されている。重金属等土壌汚染対策技術につい

ては、実証試験を行い開発技術の適用性を確認でき、全体としては掘削除去に対し

て費用１／２の目標を達成した。バイレメ微生物評価技術については、環境中に存
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在する有害菌解析手法を開発したほか、好気性塩素化エチレン分解菌１株、嫌気性

脱塩素細菌１株についてバイレメ指針適合が確認された。（Ｃ委員） 

・ 事業化については全体として受注には至っていないものの複数の引き合いがあり、

実施が期待できる。また有害菌についてはデータベースを公開済で、約 700件／月

のアクセスがある。（Ｃ委員） 

・ 全体としては大きな計画変更がなく目標達成に至っており、研究実施者の実施体

制・運営、資金配分に大きな問題はなかったと認められる。（Ｃ委員） 

・ 土壌汚染対策の市場規模は平成 19 年以降、約 1,000 億円／年で推移しており、そ

の大部分が掘削除去であるため、掘削除去の１／２で対策が可能となる本事業の成

果は、大きな対策費用削減効果が得られるポテンシャルを有する。バイレメについ

ては、標準化により社会的な受容性が高まり、普及が進むことが期待される。（Ｃ

委員） 

・ 生来市場性に乏しい環境技術（特に浄化技術）の開発は、国が積極的に関与して支

援することが望ましいものであり、本事業の意義は明確である。原位置土壌浄化の

幾つかの有望な新技術やその支援基盤が確立されており、今後の実用化への展開が

期待できる成果が得られたことは高く評価できる。（Ｄ委員） 

 

【問題点・改善すべき点】 

・ 浄化実績が重要視される土壌浄化の分野において、新規開発技術の実績を積み上げ

る過程が大きなネックになる。したがって事業終了後、実施企業に対して何らかの

フォローアップを行う枠組みが作られることで、実用化が促進されるのではないか

と思われる。（Ａ委員） 

・ 重金属等土壌汚染対策技術開発の数値目標である掘削除去に対して費用が１／２

については、特に中小事業者が自主対策を進めるためのインセンティブになり得る

のか、さらに議論が必要と思われる。また事業化に向けては、掘削除去に対するメ

リットを周知することが重要であるが、終了時までの対外発表数が少ない。組織的

なアウトリーチ活動が必要ではないか。一方、バイレメの普及においては、実施す

る事業者の裾野を拡大することも重要であるが、市民の理解を得る配慮・工夫も必

要と思われる。（Ｃ委員） 

・ 各開発技術について、詳細な解析による市場の見積が十分になされているとはいえ

ず、事業の産業上の価値を定量的に評価できるまでには至っていないのが残念な部

分である。技術開発提案（計画）の段階でより精緻に検討しておくことが望ましい。

（Ｄ委員） 

 

【評点を付けるに当たり、考慮した（重要視した）点】 
・ 今回は事後評価のため、目標の達成度や事業化の目途を重視して評点をつけた。
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また、今回の事業は４つの要素技術から構成され、その開発内容は必ずしもフェ

ーズが揃っているわけではないので、その点を考慮し最大公約数的な部分で評価

するように努めた。（Ａ委員）  

・ 計画どおりにいかなかった場合への質的対応を考慮した。（Ｂ委員） 

・ 平成 21 年に土壌汚染対策法の一部が改正され、工場等の操業中から自主的な対

策を進めることが促されているものの、法契機以外の対策件数は平成22年以降、

むしろ減少傾向にある（土壌環境センター「土壌汚染状況調査・対策」に関する

実態調査結果（平成 26年度）より）。本事業が特に中小事業者による自主的対策

の促進に寄与するかどうかを考慮した。（Ｃ委員） 

・ 事業の政策的意義と成果の今後の波及効果を重点的に評価した。（Ｄ委員） 

 

【評点の判断に当たり、特に重要視した評価項目】 
 １．事業の目的・政策的位置付けの妥当性（Ｄ委員） 

 ２．研究開発等の目標の妥当性（Ｃ委員） 

 ３．成果、目標の達成度の妥当性（Ａ委員）（Ｂ委員） 

 ４．事業化、波及効果についての妥当性（Ａ委員）（Ｃ委員）（Ｄ委員） 

 ５．研究開発マネジメント・体制・資金・費用対効果等の妥当性（Ｂ委員） 
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８．今後の研究開発の方向等に関する提言 
○ バイレメ等の浄化技術の本格的な事業化に向けては実証試験を積み重ねてデータ

を蓄積していくことが必要である。実証試験の実施を企業のみで担うのは容易では

なく、国の継続的な支援が望まれる。実証試験は小規模の現場試験とその結果に基

づいたシミュレーションでも構わない。 

○ 各要素技術の組み合わせを行うことにより新たな展開も生まれると考えられる。担

当者間でとりあえず机上検討だけでも行うことが望まれる。 

○ バイレメの普及に資する安全評価手法と生態系影響評価手法については、本研究開

発で確立された手法を安価で提供できる事業者の育成が望まれる。 

○ 掘削除去に対する優位性を考えると、コスト並びに修復期間の削減が必要となり、

今後は、バイオと物理・化学処理との組み合わせについての検討が望まれる。 

 

 

【各委員の提言】 

・ 各要素技術とも数年以内の実用化が可能な段階まで進捗しており、技術の適用が可

能な汚染サイトが見つかれば一気に事業化まで進展すると思われるが、必ずしも都

合の良いサイトが存在するわけではなく、バイレメ等の浄化技術の本格的な事業化

に向けては実証試験を積み重ねてデータを蓄積していくことが必要である。実証試

験の実施を企業のみで担うのは容易ではなく、国の継続的な支援が望まれる。（Ａ

委員） 

・ 実証試験は必ずしも実規模で行う必要はなく、小規模の現場試験とその結果に基づ

いたシミュレーションでもよいと考えられる。（Ａ委員） 

・ 今回の事業では取り組みが行われなかったが、今後今回得られた各要素技術の組み

合わせを行うことにより新たな展開も生まれると考えられる。たとえば、今回得ら

れたシアン分解菌群に関しての安全性評価、またその浄化現場での生態系影響評価、

あるいはラジアルウェル技術を活用した汚染土壌内への微生物の散布などについ

て、担当者間でとりあえず机上検討だけでも行った方が良いと思われる。（Ａ委員） 

・ 研究成果の発信については要素技術ごとに差異がみられた。成果の権利化を図る上

では特許の出願後に成果の発信をする必要があるため、必ずしも研究実施期間中に

成果の発信を行えないことも考えられる。今後のさらなる成果の発信を期待したい。

（Ａ委員） 

・ 化学物質総合評価管理分野の技術マップ（リスク削減）中の重要技術に挙げられて

いる土壌汚染を対象とした技術のうち、市場規模が大きく、リスク削減ポテンシャ

ルも高い技術については、多くが本研究開発の研究領域でカバーされていると思わ

れる。また残る重要技術の一つに、重金属と油の複合汚染土壌のバイオオーグメン

テーションがあげられるのではないか。本研究開発で実施された「シアン汚染土壌
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の飽和・不飽和原位置バイオレメディエーション」においては、結果的に油汚染も

同時に除去できることが示されたが、除去のメカニズム等は不明である。（Ｃ委員） 

・ 掘削除去に対する優位性を考えると、対策費用だけでなく、対策に要する期間が重

要であることは明白であり、研究開発目標をコスト並びに修復期間の削減とする方

向が考えられる。その場合、バイオと物理・化学処理との組み合わせが候補となる

のではないか。（Ｃ委員） 

・ バイレメの普及に資する導入微生物の合理的な安全評価手法と標準的な生態系影

響評価手法については、本研究開発で確立された手法を安価で提供できる微生物分

析事業者の育成が必要と考えられる。（Ｃ委員） 

・ 微生物利用におけるバイオセーフティの評価法の確立に寄与する研究開発は、バイ

レメの市場拡大においては重要であり、具体的な課題を絞って体系的かつ継続的な

検討を行っていくことが望ましい。（Ｄ委員） 

・ 原位置で重金属類やホウ素等その他の無機物の複合汚染を浄化できる技術の開発

はニーズが高いものと考える。（Ｄ委員） 
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９．個別要素技術に関するコメント 
①シアン汚染土壌の飽和・不飽和原位置バイオレメディエーションの研究開発 
【成果に対する評価】 

 シアン汚染サイトに対し掘削除去法の半分のコストで砂質土、粘性土いずれの土質

にも適合するバイレメを適用した工法が開発されており、当初目標は十分に達成さ

れている。また、土壌中の全シアン濃度を正確に評価する分析方法を確立し、これ

に基づいてシアン分解菌の分解能力を正しく評価することを可能にするなど、学術

的にも意義ある成果が得られている。さらに研究開発の波及効果として油汚染土壌

浄化への展開の見通しも立てられている。（Ａ委員） 

 スティミュレーション適用中の、シアン分解レベルの高低によって、オーグメンテ

ーションの併用により、分解が進みにくいスポット対応するなど適切な運用が期待

できる。（Ｂ委員） 

 透水性の低い地盤についても適用可能な混練・注入法を開発し、原位置バイレメ実

証試験で６か月後に基準値以下を確認した。また、本処理法は油汚染対策にも有効

であることが確認されたことは、適用案件の拡大につながる成果として評価できる。

（Ｃ委員） 

 原位置浄化技術として興味深いものが確立されたものといえるが、この技術がどの

ような現場でも適用できるか（バイオオーグメンテーションも現場の微生物に依存

することを考慮すると）は明確であるとはいえない。分解微生物が普遍的に存在し

ているのか。どうすれば選択的に増殖させられるのかなどについて一般的知見を得

られていると言えない部分がやや気になる。（Ｄ委員） 

 シアンの土壌汚染は、調査件数は少ないものの、石炭乾留施設の跡地などでは潜在

的に多数の汚染サイトが見込まれるため、今後の土壌汚染対策に適用できる可能性

がある。（Ｅ委員） 

 

【事業化の見通しに関する評価】 

・ すでにシアンで汚染された工場跡地における浄化の実証試験が進められており、ま

たいくつかのサイトで実証試験実施の可能性が検討されている。これらの状況を踏

まえたシアン汚染サイトに対するバイレメ事業化の道筋が描かれている。（Ａ委員） 

・ 実用化がイメージ止まりとなっている。メッキ工場という具体的なステージの下、

本格展開の実績の期待は大。３社による役割分担の維持・継続がなされれば、事業

化の確立は高くなると考えられる。（Ｂ委員） 

・ 高度経済成長期に建設されたメッキ工場の更新、移転を商機としているが、油複合

汚染への適用も可能なため、石炭ガス工場跡地も対象となると期待される。（Ｃ委員） 

・ 事業化できるポテンシャルは十分にあるものと考えるが、本技術で原位置浄化すべ

き（できる）シアンの汚染現場数はどの程度あるかによっている（さほど多くない
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のではとの印象）。（Ｄ委員） 

 

②ラジアルウェルを活用したパッシブな新規土壌修復技術の研究開発 
【成果に対する評価】 

・ 浄化対象を鉛汚染土壌に限定しているが、実証試験レベルで掘削除去法の半分以下

の浄化コストでの浄化が可能なことが示されており、当初目標は達成されたと判断

している。（Ａ委員） 

・ 目標と設定根拠は適切であり、達成度に関しても限られた時間内で充分にデータ収

集されている。技術研究組合のいい面が発揮されたものと評価する。（Ｂ委員） 

・ 鉛汚染土壌を地上の大型コンクリート槽に充填し、排水循環システムの有効性を確

認した。また、各要素技術も確立した。ただし、対象金属ごとに溶出条件が異なる

ため、複合汚染については複数回の処置が必要となり、掘削除去に対して費用１／

２の目標を達成できるのかどうか不明である。（Ｃ委員） 

・ 重金属類・無機元素の複合汚染にも幅広く適用できる“システム”技術として確立

するのが目標であったが、実際の成果は個々の金属・無機元素の検討にとどまって

いるといえ、複合汚染浄化への適用性は明確でない。今後の検討が必要である。（Ｄ

委員） 

 

【事業化の見通しに関する評価】 

・ 遮水壁、吸着処理、凝集沈殿処理といった各要素技術のレベルでの実用化は比較的

容易に進むと思われる。ラジアルウェルシステム全体の実用化にあたっては、他の

有害元素での実証試験レベルでの浄化実績を積み上げることが必要と考えられる。

（Ａ委員） 

・ 中間評価に対する十分な検証がなされれば、高い事業化率となることが見通せる。

（Ｂ委員） 

・ 各要素技術が単独で利用でき、個別に事業化が期待できる。業界誌等を通じて、掘

削除去に対するメリットを需要者にアピールすることが重要である。（Ｃ委員） 

・ 単位技術の切り売りの実用化は進められており、一部はニーズの高いものもあると

推察できるが、システム技術としては事業化までに残されている検討課題は多いも

のと考える。（Ｄ委員） 

 

③低コスト原位置電気修復技術の研究開発 
【成果に対する評価】 

・ 実証試験レベルで掘削除去法の半分以下の浄化コストでの浄化が可能なことが示さ

れており、当初目標は達成されたと判断している。特に消費電力量削減のための諸

条件の検討が詳細に行われている。（Ａ委員） 
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・ 電気料金の高騰等の大きな変化が合った中、電気修復法のコストと効果に意外性を

見つつ提示できたことは評価されてよい。（Ｂ委員） 

・ 鉛汚染土壌について１ｍ３の実証試験を行い、電力量の目標値を達成したが、地盤・

土層によって適用範囲が限定されると思われる。（Ｃ委員） 

・ 原位置電気修復技術としての低コスト化には成功しており、目標はほぼ達成された

ものと評価するが、実用技術として競争力を持つものが出来上がったかについては

疑問がある（まだ高コスト）。（Ｄ委員） 

・ 再生可能エネルギー（太陽光パネル）による原位置での電力供給の可能性があり、

限定的な適用範囲ではあるが休廃止鉱山や精錬所跡地などでの活用も期待できる。

（Ｅ委員） 

 

【事業化の見通しに関する評価】 

・ 担当組織の現状を考えると、実用化への見通しは険しいものと判断せざるを得ない。

事業化に向けてやり抜く体制づくりへの評価は消極的となる。（Ｂ委員） 

・ コストは電気料金に依存するので、安価な電力が利用できるかどうかが実用化の鍵

になると思われる。（Ｃ委員） 

・ 事業化にはさらなる低コスト化や適用できるサイトの明確化が必要である。（Ｄ委

員） 

 

④次世代バイオレメディエーション普及のためのセーフバイオシステムの研究開発 
【成果に対する評価】 

・ 環境有害菌 50株以上についての判別法を開発するとともに、既知有害菌に関するデ

ータベースを作成・公開するなど安全性評価の情報基盤を整備した。また、塩素化

エチレンを嫌気条件で脱塩素する細菌を国内で初めて単離するとともに、バイレメ

指針に適合する可能性のある３株についてその審査を受け、バイレメ用の標準株の

確立を図った。さらに微生物群の包括的解析手法の開発やバイオオーグメンテーシ

ョンで導入した菌株のモニタリングを通じ、生態系への影響評価を評価する手法の

開発を行っており、当初目標は十分に達成されたと考えられる。（Ａ委員） 

・ 計画と比較して通常の達成度は示されている。成果自体の意義は相当整理されて示

されている。達成されなかった場合は、変化への対応などにも見ることができ、評

価されるものとなっている。（Ｂ委員） 

・ 有害菌 51株について指標遺伝子を特定し、解析手法を開発したほか、有害菌の情報

を一元化したデータベースを作成して公開した。好気性塩素化エチレン分解菌１株、

嫌気性脱塩素細菌１株についてバイレメ指針適合が確認された。また、嫌気性脱塩

素細菌を我が国で初めて単離したことは高く評価できる。（Ｃ委員） 

・ バイオセーフティというバイレメのハードルを一定以上下げることのできる成果を
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多数得ており、意義深いものといえる。ただし、これで全ての課題がクリアできて

いるとは言えず、今後継続した取組みにつなげていくことが肝要ではと思う。（Ｄ

委員） 

 

【事業化の見通しに関する評価】 

・ ブラウンフィールド解消、食品衛生･環境微生物分野、成長するアジア市場など経済

学的分析とその成果を踏まえることにより、より事業化がクリアなものとなる。バ

イレメへの波及効果は他の事案に比して、高いものがある。（Ｂ委員） 

・ ホームページでデータベースを公開済で、約 700件／月のアクセスがある。バイレ

メの普及においては、実施する事業者の裾野を拡大に寄与するものと期待できる。

（Ｃ委員） 

・ 本来この開発はダイレクトな事業化につながるものとは考えていないが、バイレメ

実施の促進につながる基礎を提供できたものとして評価する。（Ｄ委員） 
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第４章 評点法による評点結果 

 

 

「○○○○技術研究開発」に係るプロジェクト評価の実施に併せて、以下に基づ

き、本評価検討会委員による「評点法による評価」を実施した。その結果は「３．

評点結果」のとおりである。 

 

１．趣 旨 
 

評点法による評価については、産業技術審議会評価部会の下で平成 11 年度に評

価を行った研究開発事業（39 プロジェクト）について「試行」を行い、本格的導入

の是非について評価部会において検討を行ってきたところである。その結果、第 9

回評価部会（平成 12 年 5 月 12 日開催）において、評価手法としての評点法につい

て、 

 (1)数値での提示は評価結果の全体的傾向の把握に有効である、 

 (2)個々のプロジェクト毎に評価者は異なっても相対評価はある程度可能である、 

との判断がなされ、これを受けて今後のプロジェクト評価において評点法による評

価を行っていくことが確認されている。 

 これらを踏まえ、プロジェクトの中間・事後評価においては、 

 (1)評価結果をできる限りわかりやすく提示すること、 

 (2)プロジェクト間の相対評価がある程度可能となるようにすること、 

を目的として、評価委員全員による評点法による評価を実施することとする。 

  本評点法は、各評価委員の概括的な判断に基づき点数による評価を行うもので、

評価報告書を取りまとめる際の議論の参考に供するとともに、それ自体評価報告書

を補足する資料とする。また、評点法は研究開発制度評価にも活用する。 
 

２．評価方法 
 

・各項目ごとに４段階（Ａ(優)、Ｂ(良)、Ｃ(可)、Ｄ(不可)<ａ，ｂ，ｃ，ｄも同

様>）で評価する。 

・４段階はそれぞれ、Ａ(ａ)＝３点、Ｂ(ｂ)＝２点、Ｃ(ｃ)＝１点、Ｄ(ｄ)＝０

点に該当する。 

・評価シートの記入に際しては、評価シートの《判定基準》に示された基準を参

照し、該当と思われる段階に○を付ける。 

・大項目（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ）及び小項目（ａ，ｂ，ｃ，ｄ）は、それぞれ別に評

点を付ける。 

・総合評価は、各項目の評点とは別に、プロジェクト全体に総合点を付ける。   
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３．評点結果 

                    

  評点法による評点結果   

  

（土壌汚染対策のための技術開発プロジェクト） 

 

評点 A委員 B委員 C委員 D委員

１．事業の目的・政策的位置づけの妥当性 2.50 3 2 3 2

２．研究開発等の目標の妥当性 1.75 2 2 2 1

３．成果、目標の達成度の妥当性 1.75 3 1 2 1

４．事業化、波及効果についての妥当性 1.50 2 1 2 1

５．研究開発の実施・マネジメント体制等の妥当性 2.00 3 1 2 2

６．費用対効果の妥当性 1.50 2 1 2 1

７．総合評価 2.00 2 2 2 2
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第５章 評価ワーキンググループのコメント及び 

コメントに対する対処方針 

 

 

 本事業に対する評価ワーキンググループのコメント及びコメントに対する推進課の

対処方針は、以下のとおり。 
 

（事業化、波及効果についての妥当性） 

・土壌汚染関係の規制の動向等を勘案しながら、本技術開発の成果を活かして、実

用化に向けた具体的な方策をまとめること。 

対処方針 

・本技術開発で得られた成果については、土壌環境規制の動向等を踏まえつつ、幅

広く普及するための情報提供、更なる技術開発を行う等、実用化に向けた取組を支

援する。 
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経済産業省技術評価指針の位置付け 

 

経済産業省技術評価指針（以下、「本指針」という。）は、経済産業省が、経済産業省における研

究開発プログラム及び研究開発課題（以下、「研究開発プログラム・課題」という。）の評価を行う

に当たって配慮しなければならない事項を取りまとめたものである。 

 

本指針は、「産業技術力強化法」（平成１２年法律第４４号）第１０条の規定、「科学技術基本計画」

（平成２３年８月閣議決定）、「研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及び研

究開発等の効率的推進等に関する法律」（平成２０年法律第６３号）第３４条の規定及び「国の研究

開発評価に関する大綱的指針」（平成２４年１２月内閣総理大臣決定）（以下、「大綱的指針」という。）

に沿った適切な評価を遂行するための方針を示す。 

 

同時に、「行政機関が行う政策の評価に関する法律」（平成１３年法律第８６号）（以下、「政策評

価法」という。）に基づく「経済産業省政策評価基本計画」（以下、「政策評価基本計画」という。）

に沿った、経済産業省政策評価のうち研究開発に関する部分の実施要領としての性格を持つ。した

がって、研究開発プログラム・課題についての評価の結果は、政策評価基本計画に基づき実施され

る事前評価及び事後評価に適切に反映・活用を図る。 

 

技術評価は、政策評価法上要請される評価を含め政策評価の一環としての位置付けを有すること

から、本指針は、研究開発プログラム・課題の成果や実績等を厳正に評価し、それを後の研究開発

プログラム・課題の企画立案等に反映させる政策サイクルの一環としての評価の在り方について定

めるものである。 

 

ただし、研究開発プログラム・課題に係る評価は、研究開発の内容や性格、実施体制等の態様に

応じた評価方法に拠るべきであるとともに、評価の厳正さと効率性を両立するためには、評価をと

りまく様々な状況に応じた臨機応変な評価手順を設定する必要がある。さらに、評価手法は日進月

歩であり、今後よりよい評価手法が提案されることも十分考えられる。したがって、本指針では共

通的なルール及び配慮事項を取り上げることとし、より詳細な実施のプロトコルは評価マニュアル

の作成等により記述することで、機動的な実施を図ることとする。 

 

当省研究開発機関が自ら実施する評価をその機関の自己改革の契機とするような自律的なシステ

ムの構築に努め、研究開発を実施する当省研究開発機関が、大綱的指針及び本指針に沿って、研究

開発評価の実施に関する事項について、明確なルールを定め、研究開発評価の実施及び評価結果の

活用が適切かつ責任を持って行うよう、所管官庁としての責務を果たすものとする。 
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◎本指針における用語については、次に定めるところによる。 

 

・研究開発プログラム： 「上位施策の目標達成に向けて複数の研究開発課題を含む各手段を組み 
立てた計画や手順に基づく取組」及び「上位施策目標との関連性を明確にし、検証可能な目標を 
設定した研究資金制度」をいう。 

 

（注１）「政策評価の実施に関するガイドライン」（平成１７年１２月１６日政策評価各府省連絡会 

議了承。以下「政評ガイドライン」という。）においては、各行政機関が所掌する政策を、「政 

策（狭義）」、「施策」及び「事務事業」の三階層に区分整理するところであり、その定義は次 

のとおり。 

・政策（狭義）： 特定の行政課題に対応するための基本的な方針の実現を目的とする行政 

活動の大きなまとまり。 

・施策： 上記の「基本的な方針」に基づく具体的な方針の実現を目的とする行政活動の 

まとまりであり、「政策（狭義）」を実現するための具体的な方策や対策ととらえ 

られるもの。 

      ・事務事業： 上記の「具体的な方策や対策」を具現化するための個々の行政手段として 

の事務及び事業であり、行政活動の基礎的な単位となるもの。 

 
  （注２）第４期科学技術基本計画においては、研究開発の政策体系は、「政策」、「施策」、「プログラ 

ム・制度」及び「研究開発課題」の四階層に区分整理するところである。政評ガイドライン 

との関係では、当該「プログラム・制度」及び「研究開発課題」は、ともに政評ガイドライ 

ンにおける「事務事業」に該当するものと整理されているところである。 

 
・研究開発課題（プロジェクト）： 具体的に研究開発を行う個別の実施単位であり、当省が定めた

明確な目的や目標に沿って実施されるものをいう。 

なお、大綱的指針においては、競争的資金制度等の「研究資金制度」における個々の採択課題

も「研究開発課題」と称呼されているところであるが、本指針においては、混同を避けるため、

当該各採択課題は「研究課題」と称呼するものとする。 

 

・研究資金制度： 資金を配分する主体が研究課題を募り、提案された中から採択した研究課題に

研究開発資金を配分する制度をいう。競争的資金制度は、これに含まれる。 

なお、「上位施策目標との関連性を明確にし、検証可能な目標を設定した研究資金制度（以下、

「研究資金制度プログラム」という）」については、大綱的指針における整理に従い、本指針にお

いても「研究開発プログラム」の一つとして取り扱うものとする。 

 

・競争的資金制度： 資金を配分する主体が、広く一般の研究者（研究開発に従事している者又は

それらの者から構成されるグループをいう。）、企業等又は特定の研究者、企業等を対象に、特定

の研究開発領域を定め、又は特定の研究開発領域を定めずに研究課題を募り、研究者、企業等か
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ら提案された研究課題の中から、当該課題が属する分野の専門家（当該分野での研究開発に従事

した経験を有する者をいう。）を含む複数の者による、研究開発の着想の独創性、研究開発成果の

先導性、研究開発手法の斬新性その他の科学的・技術評価又は経済的・社会的評価に基づき研究

課題を採択し、当該研究課題の研究開発を実施する研究者等又は研究者等が属する組織若しくは

企業等に研究開発資金を配分する制度をいう。 

 

・当省研究開発機関： 国からの出資、補助等の交付を受けて研究開発を実施し、又は研究開発の

運営管理を行う機関のうち、当省所管の独立行政法人をいう。 

 

・政策評価書： 本指針において用いる「政策評価書」とは経済産業省政策評価実施要領を踏まえ

た評価書をいう。 

 

・政策サイクル： 政策の企画立案・実施・評価・改善（plan-do-check-action）の循環過程をい

う。 

 

・評価システム： 評価目的、評価時期、評価対象、評価方法等、評価に係るあらゆる概念、要素

を包含した制度、体制の全体をいう。 

 

・推進課： 研究開発プログラム・課題を推進する課室（研究開発担当課室）をいう。 

 

・主管課： 研究開発プログラム・課題の企画立案を主管する課室及び予算等の要求事項を主管す

る課室をいう。 

 

・査定課： 予算等の査定を行う課室（大臣官房会計課、資源エネルギー庁総合政策課等）をいう。 

 

・有識者： 評価対象となる研究開発プログラム・課題について知見を有する者及び研究開発成果

の経済的・社会的意義につき評価できる者（マスコミ、ユーザ、人文・社会科学者、投資家等）

をいう。 

 

・外部評価者： 経済産業省に属さない外部の有識者であって、評価対象となる研究開発プログラ

ム・課題の推進に携わっていない者をいう。 

 

・外部評価： 外部評価者による評価をいい、評価コメントのとりまとめ方法としてパネルレビュ

ー（評価者からなる委員会を設置（インターネット等を利用した電子会議を含む。）して評価を行

う形態）による場合とメールレビュー（評価者に対して郵便・ＦＡＸ・電子メール等の手段を利

用して情報を提供し、評価を行う形態）による場合とがある。 

 

・評価事務局： 研究開発プログラム・課題の評価の事務局となる部署をいい、評価者の行う評価
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の取りまとめ責任を負う。 

 

・評価者： 評価の責任主体をいい、パネルレビューによる場合には外部評価者からなる委員会が

責任主体となり、メールレビューによる場合には、各外部評価者がそれぞれ責任主体となる。ま

た、評価の結果を踏まえて、資源配分の停止や変更、研究開発プログラム・課題の内容の変更に

責任を有するのは研究開発プログラム・課題の推進課及び主管課である。 

 

・終了時評価： 事業終了時に行う評価であり、事業が終了する前の適切な時期に行う終了前評価

と事業の終了直後に行う事後評価がある。 

 

・アウトプット指標： 成果の現象的又は形式的側面であり、主として定量的に評価できる、活動 

した結果の水準を測る指標をいう。 

 

・アウトカム指標： 成果の本質的又は内容的側面であり、活動の意図した結果として、定量的又

は定性的に評価できる、目標の達成度を測る指標をいう。 
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Ｉ．評価の基本的考え方 

 

１．評価目的 

 

(1) より良い政策・施策への反映 

   評価を適切かつ公正に行うことにより、研究者の創造性が十分に発揮されるような、柔軟か

つ競争的で開かれた研究開発環境の創出など、より良い政策・施策の形成等につなげること。 

 

(2) より効率的・効果的な研究開発の実施 

評価を支援的に行うことにより、研究開発の前進や質の向上、独創的で有望な優れた研究開

発や研究者の発掘、研究者の意欲の向上を促すことにより、研究開発を効果的・効率的に推進

すること。 

 

(3) 国民への技術に関する施策・事業の開示 

高度かつ専門的な内容を含む研究開発プログラム・課題の意義や内容について、一般国民に

わかりやすく開示すること。 

 

(4) 資源の重点的・効率的配分への反映 

評価の結果を研究開発プログラム・課題の継続、拡大・縮小・中止など資源の配分へ反映さ

せることにより資源の重点化及び効率化を促進すること。 

また、評価の結果に基づく適切な資源配分等を通じて、研究開発を次の段階に連続してつな

げることなどにより、その成果の利用、活用に至るまでの一体的、総合的な取組を推進し、研

究開発成果の国民・社会への還元の効率化・迅速化に資すること。 

 

２．評価の基本理念 

 

評価の実施に当たっては、以下の考え方を基本理念とする。 

 

(1) 透明性の確保 

推進課、主管課及び当省研究開発機関は、積極的に研究開発成果を公開し、その内容につい

て広く有識者等の意見を聴くこと。評価事務局においては、透明で公正な評価システムの形成、

定着を図るため、評価手続、評価項目・評価基準を含めた評価システム全般についてあらかじ

め明確に定め、これを公開することにより、評価システム自体を誰にも分かるものとするとと

もに、評価結果のみならず評価の過程についても可能な限り公開すること。 

 

(2) 中立性の確保 

評価を行う場合には、被評価者に直接利害を有しない中立的な者による外部評価の導入等に

より、中立性の確保に努めること。 
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(3) 継続性の確保 

研究開発プログラム・課題においては、個々の評価がそれ自体意義を持つだけではなく、評

価とそれを反映した研究開発プログラム・課題の推進というプロセスを繰り返していく時系列

のつながりにも意義がある。したがって、推進課及び主管課にとって評価結果を後の研究開発

プログラム・課題の企画立案等に反映させる際に有用な知見を抽出し、継続性のある評価方法

で評価を行うこと。 

 

(4) 実効性の確保 

政策目的に照らし、効果的な研究開発プログラム・課題が行われているか判断するための効

率的評価が行われるよう、明確で実効性のある評価システムを確立・維持するとともに、研究

開発プログラム・課題の運営に支障が生じたり、評価者及び被評価者双方に過重な負担をかけ

ることのない費用対効果の高い評価を行うこと。 

 

３．指針の適用範囲 

 

(1) 本指針においては、多面的・階層的な評価を行う観点から、経済産業省における研究開発プ

ログラム・課題を基本的な評価対象とする。 

 

(2) 国費（当省予算）の支出を受けて研究開発プログラム・課題を実施する当省研究開発機関、

民間企業、大学・公設試験研究機関等について、当該研究開発プログラム・課題の評価の際に、

これら機関における当該研究開発プログラム・課題に係る研究開発実施体制・運営面等に関し、

国費の効果的・効率的執行を確保する観点から、必要な範囲で評価を行う。 

 

(3) 上記(1)及び(2)の規定にかかわらず、当省研究開発機関が運営費交付金により自ら実施し、

又は運営管理する研究開発プログラム・課題については、独立行政法人通則法（平成１１年法

律第１０３号）及び大綱的指針に基づいて実施されるものであることから、原則として本指針

による評価の対象としない。その他、公的第三者機関において技術的事項も含めて事業内容の

評価検討等がなされることとなった研究開発プログラム・課題についても、原則として本指針

による評価の対象としない。 

 

(4) 評価の種類としては、この他に当省研究開発機関における研究者等の業績の評価が存在する

が、これは当該機関の長が評価のためのルールを整備した上で、責任を持って実施することが

基本であり、本指針による評価の対象としない。 

 

４．評価の類型・階層構造及びリンケージ 

 

(1) 実施時期による類型 

評価はその実施時期により、事前評価、中間評価、終了時評価及び追跡評価に類型化される。 
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(2) 評価の階層構造及び施策階層における評価 

経済産業省における技術評価は、「研究開発プログラム」階層又は「研究開発課題」階層にお

ける評価を基本とするが、政策効果をあげるために特に必要があると認められるときには、「施

策」階層において、関連する複数の研究開発プログラム・課題が有機的に連携をとって体系的

に政策効果をあげているかを評価することとする。当該「施策（階層における）評価」は、そ

れを構成する研究開発プログラム又は研究開発課題における評価結果を活用し、研究開発プロ

グラムの評価に準じて実施するものとする。 

 

(3) 実施時期による評価のリンケージ 

中間評価、終了時評価は、研究開発プログラム・課題の達成状況や社会経済情勢の変化を判

断し、計画の見直しや後継事業への展開等の是非を判断するものである。また、事前評価での

予想が実際にどのような結果となったか、予算措置は妥当であったか等を確認することにより、

事前評価の方法を検証し得るものである。したがって、中間評価、終了時評価の結果をその後

の産業技術政策・戦略の企画立案や、より効果的な事前評価の評価手法の確立に反映させるよ

う努めるものとする。 

 

５．評価方法等 

厳正な評価を行うためには、評価方法、評価項目等に客観性を持たせることが必要であること

から、本指針をはじめ評価実施に係る諸規程等を整備の上、公開するものとする。 

技術評価室は本指針を踏まえ、評価マニュアル等を策定するとともに、円滑な評価の実施のた

めの指導及び評価システムの維持管理を行う。 

 

(1) 事業原簿 

研究開発プログラム・課題の基本実施計画書、政策評価書等をもって事業原簿とする。推 

進課又は主管課は、事業原簿を作成・改定した場合は、速やかにその写しを技術評価室へ提 

出する。 

(2) 評価項目・評価基準 

評価の類型及び研究開発プログラム・課題の態様に応じて標準的な評価項目・評価基準を 

技術評価室が別に定めることとする。 

(3) 評価手法 

評価の類型に応じて適切な評価手法を用いるものとする。 

(4) 評価の簡略化 

評価の実施に当たっては、評価コストや被評価者側の過重な負担を回避するため、研究開 

発プログラムの評価においては、合理的と考えられる場合には、研究開発課題の評価を省略

又は簡略化することができるものとする。また、評価対象となる事業に係る予算額が比較的

少額である場合には、評価項目を限定する等の簡略化を行うことができるものとする。 

なお、省略及び簡略化の標準的な方法については技術評価室が別に定める。 
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６．評価結果の取扱い等 

 

(1) 評価結果の取扱い 

評価事務局は、評価終了後速やかに評価書の写しを技術評価室に提出する。技術評価室は 

全ての評価結果について、これまでに実施された関連調査及び評価の結果、評価の実施状況

等を踏まえつつ意見をまとめ、査定課及び政策評価広報課に報告する。 

主管課、推進課は、評価結果を踏まえ、必要に応じ、研究開発プログラム・課題の運営見 

直し・改善等を図るものとする。 

 

(2) 予算査定との関係 

査定課は、技術評価室から事前評価、中間評価及び終了前評価の評価書の提出を受けた場

合は、技術評価室の意見を踏まえつつ研究開発プログラム・課題の査定等を行う。 

 

(3) 評価結果等の公開の在り方 

評価結果及びこれに基づいて講ずる又は講じた措置については、機密の保持が必要な場合 

を除き、個人情報や企業秘密の保護、知的財産権の取得等に配慮しつつ、一般に公開するこ

ととする。 

なお、事前評価については、政策立案過程の透明化を図る観点から、評価事務局は予算が

経済産業省の案として確定した後に、公開するものとする。 

 

７．評価システムの不断の見直し 

いかなる評価システムにおいても、評価は評価者の主観的判断によってなされるものであり、

その限りにおいては、完璧な客観性、公平性を求めることは困難である。したがって、評価作業

が終了するごとにその評価方法を点検し、より精度の高いものとしていく努力が必要である。ま

た、本指針については、こうした一連の作業を踏まえ、原則として毎年度見直しの要否を検討す

る。 

 

８．評価体制の充実 

評価体制の充実を図るため、研究者を評価者として活用するなどにより、評価業務に携わる人

材を育成・確保するとともに、評価の実施やそれに必要な調査・分析、評価体制の整備等に要す

る予算を確保する。 

 

９．評価者（外部有識者）データベースの整備 

技術評価室は、国内外の適切な評価者を選任できるようにするため、及び個々の評価において

普遍性・信頼性の高い評価を実現するため、研究開発プログラム・課題に係る外部有識者（評価

者）データベースを整備する。 
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１０．評価における留意事項 

 

(1) 評価者と被評価者との対等性 

① 評価者と被評価者との関係 

評価作業を効果的に機能させるためには、評価者と被評価者の双方が積極的にその知見と 

情報を提供し合うという協調的関係と、評価者もその評価能力を評価されるという意味で、

評価者と被評価者とが相互に相手を評価するという緊張関係とを構築し、この中で、討論を

行い、評価を確定していく必要がある。この際、評価者は、不十分な成果等を被評価者が自

ら進んで提示しない事実があるかどうかを見極める能力が要求される。一方、被評価者は、

評価対象の研究開発プログラム・課題の位置付けを明確に認識するとともに、評価結果を正

確に理解し、確実にその後の研究開発プログラム・課題の創設、運営等に反映させていくも

のとする。 

② 評価者に係る留意事項 

研究開発成果を、イノベーションを通じて国民・社会に迅速に還元していく観点から、産 

業界の専門家等を積極的に評価者に選任する。 

③ 被評価者に係る留意事項 

被評価者は、評価を事業の質をより高めるものとして積極的に捉え、評価は評価者と被評 

価者の双方の共同作業であるとの認識の下、真摯な対応を図ることが必要である。 

 

(2) 評価の不確実性 

評価時点では見通し得なかった技術、社会情勢の変化が将来的に発生し得るという点で評 

価作業は常に不確実性を伴うものである。したがって、評価者は評価の精度の向上には、必

然的に限界があることを認識した上で、評価時点で最良と考えられる評価手法をとるよう努

めることが必要である。かかる観点からは、厳正さを追求するあまりネガティブな面のみを

過度に減点法で評価を行うこととなると、将来大きな発展をもたらす技術を阻害するおそれ

がある点にも留意する必要がある。また、成果に係る評価において、目標の達成度合いを評

価の判定基準にすることが原則であるが、併せて、副次的成果等、次につながる成果を幅広

い視野からとらえる。 

 

(3) その他の留意事項 

① 評価人材としての研究者の活用 

研究者には、研究開発の発展を図る上で専門的見地からの評価が重要な役割を果たすもの 

であることから、評価者としての評価への積極的参加が求められる。一方、特定の研究者に

評価実施の依頼が集中する場合には、評価への参加が大きな負担となり、また、評価者とな

る幅広い人材の養成確保にもつながらないことから、海外の研究者や若手研究者も評価者と

して積極的に参加させることなどにより評価者確保の対象について裾野の拡大を図るよう

努める。 
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② 所期の成果を上げられなかった研究開発 

研究開発は必ずしも成功するとは限らず、また、失敗から貴重な教訓が得られることもあ

る。したがって、失敗した場合には、まずその原因を究明し、今後の研究開発にこれを活か

すことが重要であり、成果を上げられなかったことをもって短絡的に従事した研究者や組織、

機関を否定的に評価すべきものではない。また、評価が野心的な研究開発の実施の阻害要因

とならないよう留意しなければならない。 

③ アウトプット指標及びアウトカム指標の活用等 

評価の客観性を確保する観点から、アウトプット指標やアウトカム指標による評価手法を

用いるよう努める。ただし、論文の被引用度数、特許の申請状況等による成果の定量的評価

は一定の客観性を有するが、研究開発プログラム・課題においては研究分野や内容により、

その意味は大きく異なり得るものであり、必ずしも研究開発成果の価値を一義的に表すもの

ではない。したがって、これらを参考資料として有効に活用しつつも、偏重しないよう留意

すべきである。 

④ 評価結果の制度間での相互活用 

    研究開発をその評価の結果に基づく適切な資源配分等を通じて次の段階の研究開発に連

続してつなげるなどの観点から、関係府省、研究開発機関及び制度を越えて相互活用するよ

う努める。 

⑤ 自己点検の活用 

    評価への被評価者等の主体的な取組を促進し、また、評価の効率的な実施を推進するため、

推進課及び主管課は、自ら研究開発プログラム・課題の計画段階において具体的かつ明確な

目標とその達成状況の判定基準等を明示し、研究開発プログラム・課題の開始後には目標の

達成状況、今後の発展見込み等の自己点検を行い、評価者はその内容の確認などを行うこと

により評価を行う。 

⑥ 評価の国際的な水準の向上 

    研究開発の国際化への対応に伴い、評価者として海外の専門家を参加させる、評価項目に

国際的なベンチマーク等を積極的に取り入れるなど評価に関して、実施体制や実施方法などの

全般にわたり、評価が国際的にも高い水準で実施されるよう取り組む。 
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Ⅱ．評価の類型と実施方法 

 

１．研究開発プログラムの評価 

 

１－１．複数の研究開発課題によって構成される研究開発プログラム（以下「複数課題プ 

ログラム」）の評価 

 

(1)事前評価 

 

   ① 評価者 

外部評価者 

② 被評価者 

      推進課及び主管課 

③ 評価事務局 

推進課及び主管課。ただし、必要に応じて技術評価室が行うこともできる。 

④ 評価手法 

      外部評価を行う。 

    ⑤ 評価項目・評価基準 

       技術評価室が定める標準的な評価項目・評価基準又は評価者が定めるものとする。 

     ⑥ 実施時期 

「複数課題プログラム」の創設時（プログラム構成要素として最初に実施する「研究開

発課題（プロジェクト）」の初年度予算要求時）に、当該プログラム全体に係る「事前評価」

を実施する。 

これに加え、既に実施中の複数課題プログラムにおいて、新たな「研究開発課題」を実

施する前（初年度予算要求時）に、当該研究開発課題に係る「事前評価」を実施するもの

とする。 

 

 

(2)中間評価 

 

    ① 評価者 

      外部評価者 

② 被評価者 

     推進課及び主管課 

③ 評価事務局 

推進課及び主管課。ただし、必要に応じて技術評価室が行うこともできる。 

④ 評価手法 

      外部評価を行う。 
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⑤ 評価項目・評価基準 

       技術評価室が定める標準的な評価項目・評価基準又は評価者が定めるものとする。 

⑥ 実施時期 

複数課題プログラムを構成する各「研究開発課題」が終了する各年度中に、当該プログ

ラム全体に係る中間評価を実施する。（ただし、当該研究開発課題の終了をもって複数課題

プログラム全体が終了する場合にあっては、当該プログラム全体の終了時評価（終了前評

価又は事後評価）を行うものとし、前記中間評価は実施しない。） 

なお、複数課題プログラムを構成する一の「研究開発課題」の実施期間が５年以上であ

る場合にあっては、必要に応じ、上記中間評価の実施に加え、当該研究開発課題事業の開

始から３年程度ごとを目安として、当該プログラム全体に係る中間評価を行うものとする。 

 

 

(3)終了時評価 

 

    ① 評価者 

      外部評価者 

② 被評価者 

      推進課及び主管課 

③ 評価事務局 

推進課及び主管課。ただし、必要に応じて技術評価室が行うこともできる。 

④ 評価手法 

      外部評価を行う。 

⑤ 評価項目・評価基準 

       技術評価室が定める標準的な評価項目・評価基準又は評価者が定めるものとする。 

⑥ 実施時期 

複数課題プログラム全体の終了時に実施する。 

ただし、当該プログラムの成果を切れ目なく次の研究開発プログラム等につなげていく

場合には、当該プログラムが終了する前の適切な時期に終了時評価（終了前評価）を行う

こととし、その他の場合には、当該プログラムの終了直後に終了時評価（事後評価）を行

うものとする。 
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１－２．競争的資金制度等の研究資金制度プログラムの評価 

 

 

(1)事前評価 

 

   ① 評価者 

外部評価者 

② 被評価者 

      推進課及び主管課 

③ 評価事務局 

      推進課及び主管課。ただし、必要に応じて技術評価室が行うこともできる。 

④ 評価手法 

      外部評価を行う。 

⑤ 評価項目・評価基準 

技術評価室が定める標準的な評価項目・評価基準又は評価者が定めるものとする。 

⑥ 実施時期 

    新規の研究資金制度プログラムの創設時（初年度予算要求時）に行う。 

 

 

(2)中間評価 

 

 ① 評価者 

外部評価者 

② 被評価者 

     推進課及び主管課 

③ 評価事務局 

推進課及び主管課。ただし、必要に応じて技術評価室が行うこともできる。 

④ 評価手法 

外部評価を行う。 

⑤ 評価項目・評価基準 

技術評価室が定める標準的な評価項目・評価基準又は評価者が定めるものとする。 

⑥ 実施時期 

実施期間が５年以上の研究資金制度プログラム又は実施期間の定めのない研究資金制度 

プログラムについて、３年程度ごとに行う。 
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(3)終了時評価 

 

① 評価者 

外部評価者 

② 被評価者 

    推進課及び主管課 

③ 評価事務局 

推進課及び主管課。ただし、必要に応じて技術評価室が行うこともできる。 

④ 評価手法 

外部評価を行う。 

⑤ 評価項目・評価基準 

技術評価室が定める標準的な評価項目・評価基準又は評価者が定めるものとする。 

⑥ 実施時期 

研究資金制度プログラムの終了時に実施する。 

ただし、当該研究資金制度プログラムの成果を切れ目なく次の研究資金制度プログラム等に

つなげていく場合には、当該研究資金制度プログラムが終了する前の適切な時期に終了時評

価（終了前評価）を行うこととし、その他の場合には、当該研究資金制度プログラム終了直

後に終了時評価（事後評価）を行うものとする。 
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２．研究開発課題（プロジェクト）の評価 

 

(1)事前評価 

 

① 評価者 

外部評価者 

② 被評価者 

    推進課及び主管課 

③ 評価事務局 

    推進課及び主管課。ただし、必要に応じて技術評価室が行うこともできる。 

④ 評価手法 

    外部評価を行う。 

⑤ 評価項目・評価基準 

     技術評価室が定める標準的な評価項目・評価基準又は評価者が定めるものとする。 

    ⑥実施時期 

     新規の研究開発課題（プロジェクト）の創設時（初年度予算要求時）に行う。 

 

 

(2)中間評価 

  

① 評価者 

外部評価者 

② 被評価者 

    推進課及び主管課 

③ 評価事務局 

推進課及び主管課。ただし、必要に応じて技術評価室が行うこともできる。 

④ 評価手法 

    外部評価を行う。 

⑤ 評価項目・評価基準 

技術評価室が定める標準的な評価項目・評価基準又は評価者が定めるものとする。 

⑥ 実施時期 

     実施期間が５年以上の研究開発課題（プロジェクト）又は実施期間の定めのない研究開発

課題（プロジェクト）について、３年程度ごとに行う。 
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(3)終了時評価  

 

① 評価者 

外部評価者 

② 被評価者 

     推進課及び主管課 

③ 評価事務局 

推進課及び主管課。ただし、必要に応じて技術評価室が行うこともできる。 

④ 評価手法 

     外部評価を行う。 

⑤ 評価項目・評価基準 

技術評価室が定める標準的な評価項目・評価基準又は評価者が定めるものとする。 

⑥ 実施時期 

研究開発課題（プロジェクト）の終了時に実施する。 

ただし、当該研究開発課題（プロジェクト）の成果を切れ目なく次の研究開発課題（プロ

ジェクト）等につなげていく場合には、当該研究開発課題（プロジェクト）が終了する前の

適切な時期に終了時評価（終了前評価）を行うこととし、その他の場合には、当該研究開発

課題（プロジェクト）終了直後に終了時評価（事後評価）を行うものとする。 
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３．追跡調査・追跡評価 

 

３－１．追跡調査 

 

     終了した研究開発プログラム・課題を対象として、終了後数年間にわたり、その研究開発活

動や研究開発成果が産業、社会に及ぼした効果等について調査を行う。 

 

 

 ３－２．追跡評価 

 

終了して数年経った国費（当省予算）投入額の大きな研究開発プログラム・課題を対象とし

て、その研究開発活動や研究開発成果が産業、社会に及ぼした効果等について外部評価を行う。 

 

(1) 評価者 

     外部評価者 

(2) 被評価者 

     評価対象となる研究開発プログラム・課題に携わった推進課及び主管課 

(3) 評価事務局 

     推進課及び主管課。ただし、必要に応じて技術評価室が行うこともできる。 

(4) 評価手続・評価手法 

     過去の事業原簿等の文献データ、関連部署・機関及びその他関係者等からの聞き取り調 

査等による情報を基にパネルレビュー又は第３者機関への委託による外部評価を行う。 

(5) 評価項目・評価基準 

     技術評価室が定める標準的な評価項目・評価基準又は評価者が定めるものとする。 

(6) 実施時期  

      研究開発プログラム・課題終了後、成果の産業社会への波及が見極められる時点とする。 



経済産業省技術評価指針に基づく 

標準的評価項目・評価基準 

平成２７年４月 

経済産業省産業技術環境局 

技術評価室

経済産業省
テキストボックス
参考資料２
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はじめに 

 

研究開発評価に当たっては、公正性、信頼性さらには実効性の観点から、その対象となる研究開

発の特性や評価の目的等に応じて、適切な評価項目・評価基準を設定して実施することが必要であ

る。 

本標準的評価項目・評価基準は、経済産業省における技術に関する施策及び技術に関する事業

の評価を行うに当たって配慮しなければならない事項を取りまとめたガイドラインである経済産業省

技術評価指針に基づき、評価方法、評価項目等に一貫性を持たせるために、標準的なものとして、

技術評価室が定めるものである。                      
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用語の解説 

本規程における用語については、「国の研究開発評価に関する大綱的指針」（平成 24年 12月 6日内閣総理

大臣決定）及び同解説書並びに「経済産業省技術評価指針」（平成 26 年４月）に従い、次に定めるところによ

る。 

 

・研究開発プログラム：「上位施策の目標達成に向けて複数の研究開発課題を含む各手段を組み立てた計画

や手順に基づく取組」及び「上位施策目標との関連性を明確にし、検証可能な目標を設定した研究資金制度」

をいう。 

 

・研究開発課題（プロジェクト）：具体的に研究開発を行う個別の実施単位であり、当省が定めた明確な目的や

目標に沿って実施されるものをいう。 

なお、大綱的指針においては、競争的資金制度等の「研究資金制度」における個々の採択課題も「研究開

発課題」と称呼されているところであるが、混同を避けるため、当該各採択課題は「研究課題」と称呼するもの

とする。 

 

・研究資金制度：資金を配分する主体が研究課題を募り、提案された中から採択した研究課題に研究開発資金

を配分する制度をいう。競争的資金制度は、これに含まれる。 

なお、「上位施策目標との関連性を明確にし、検証可能な目標を設定した研究資金制度（以下「研究資金

制度プログラム」という。）」については、大綱的指針における整理に従い、「研究開発プログラム」の一つとし

て取り扱うものとする。 

 

・競争的資金制度：資金を配分する主体が、広く一般の研究者（研究開発に従事している者又はそれらの者か

ら構成されるグループをいう。）、企業等又は特定の研究者、企業等を対象に、特定の研究開発領域を定め、

又は特定の研究開発領域を定めずに研究課題を募り、研究者、企業等から提案された研究課題の中から、

当該課題が属する分野の専門家（当該分野での研究開発に従事した経験を有する者をいう。）を含む複数の

者による、研究開発の着想の独創性、研究開発成果の先導性、研究開発手法の斬新性その他の科学的・技

術評価又は経済的・社会的評価に基づき研究課題を採択し、当該研究課題の研究開発を実施する研究者等

又は研究者等が属する組織若しくは企業等に研究開発資金を配分する制度をいう。 

 

（注１）「政策評価の実施に関するガイドライン」（平成１７年１２月１６日政策評価各府省連絡会議了承。以下「政評ガイドライ

ン」という。）においては、各行政機関が所掌する政策を、「政策（狭義）」、「施策」及び「事務事業」の三階層に区分整理する

ところであり、その定義は次のとおり。 

・政策（狭義）：特定の行政課題に対応するための基本的な方針の実現を目的とする行政活動の大きなまとまり。 

・施策：上記の「基本的な方針」に基づく具体的な方針の実現を目的とする行政活動のまとまりであり、「政策（狭義）」を実現

するための具体的な方策や対策ととらえられるもの。 

・事務事業：上記の「具体的な方策や対策」を具現化するための個々の行政手段としての事務及び事業であり、行政活動の

基礎的な単位となるもの。 

 

（注２）第４期科学技術基本計画においては、研究開発の政策体系は、「政策」、「施策」、「プログラム・制度」及び「研究開発

課題」の四階層に区分整理するところである。政評ガイドラインとの関係では、当該「プログラム・制度」及び「研究開発課題」

は、ともに政評ガイドラインにおける「事務事業」に該当するものと整理されている。 
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Ⅰ．研究開発プログラム（複数課題プログラム、研究資金制度プログラム）の評価項目・評価基準 

    

Ⅰ－１．複数課題プログラムの評価項目・評価基準 

 
研究開発プログラム（複数課題プログラム）の評価については、以下によるものの他、当該プログラムの構成

要素である個別の研究開発課題の評価については、「Ⅱ．研究開発課題（プロジェクト）の評価項目・評価基

準」によるものとする。 

Ⅰ－１－（１） 事前評価 

 
【事前評価項目１】 事業アウトカムの妥当性 

事前評価基準１－１ 
複数課題プログラムの目的を踏まえた事業アウトカム(指標及び目標値）が明確であり

妥当であること。 

 

（注）事業アウトカムが実現した場合の日本経済や国際競争力、問題解決に与える効果

が優れていること。 

当該複数課題プログラムの事業アウトカムと関連性のある省内外の事業と重複がな

く、適切に連携等が取れていること。 

事業アウトカムを踏まえ、次年度以降に技術開発を実施することが合理的であるこ

と。 

（注）市場規模・シェア、エネルギー・ＣＯ２削減量などの事業アウトカムを計測できる定

量的な指標が設定されるとともに、目標値及び達成時期が適切に設定されていること。 

 

【事前評価項目２】 複数課題プログラムの内容及び事業アウトプットの妥当性 

事前評価基準２－１ 複数課題プログラムの内容が明確かつ妥当であること。 

 

（注）当該複数課題プログラムを構成する個々の事業それぞれの研究開発要素が明確

であること。 

国内外他者において実施されている類似の研究開発や競合する研究開発等の現状

が把握されており、本事業によって、技術的優位性（特許取得等）及び経済的優位性（上

市・製品化、市場規模・シェア等）を確保できるものであること。 

事前評価基準２－２ 事業アウトプット指標及び目標値が明確かつ妥当であること。 

 

（注）中間評価時点及び終了評価時点において、複数課題プログラムの進捗状況を客

観的に評価検証し得る、定量的な事業アウトプット指標が提示されるとともに、目標値が

適切に設定されていること。 

 

【事前評価項目３】 当省(国）が実施することの必要性 

事前評価基準３ 次の①から⑤のいずれかを満たすものであるなど、当省(国）において、当該複数課題

プログラムを実施することが必要であることが明確であること。 

①多額の研究開発費、長期にわたる研究開発期間、高い技術的難度等から、民間企業

のみでは十分な研究開発が実施されない場合。 

②環境問題への先進的対応等、民間企業には市場原理に基づく研究開発実施インセ

ンティブが期待できない場合。 

③標準の策定、データベース整備等のうち社会的性格が強いもの（知的基盤）の形成に

資する研究開発の場合。 

④国の関与による異分野連携、産学官連携等の実現によって、研究開発活動に新たな
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付加価値をもたらすことが見込まれる場合。 

⑤その他、科学技術的価値の観点からみた卓越性、先導性を有しているなど、国が主

体的役割を果たすべき特段の理由がある場合。 

 

【事前評価項目４】 事業アウトカム達成に至るまでのロードマップの妥当性 

事前評価基準４ 事業アウトカム達成に至るまでのロードマップは、以下の点を踏まえて作成されている

こと。 

・知財管理の取扱 

・実証や国際標準化 

・性能や安全性基準の策定 

・規制緩和等を含む実用化に向けた取組 

・成果のユーザー 

 

【事前評価項目５】 複数課題プログラムの実施・マネジメント体制等の妥当性 

事前評価基準５－１ 複数課題プログラムの実施・マネジメント体制が明確かつ妥当であること。 

事前評価基準５－２ 事業の目的及び事業アウトカムを踏まえ、知財の取扱についての戦略及びルールが十

分検討されていること。 

 

【事前評価項目６】  費用対効果の妥当性 

事前評価基準６ 投入する予定の国費総額に対して、事業アウトプット及び事業アウトカムが妥当である

こと。 

 

Ⅰ－１－（２） 中間評価 

 

【中間評価項目１】 事業アウトカムの妥当性 

中間評価基準１－１ 中間評価時点においてなお、複数課題プログラムの目的を踏まえた事業アウトカムが

明確であり妥当であること。 

 （注）事業アウトカムが実現した場合の日本経済や国際競争力、問題解決に与える効果

が優れていること。 

中間評価基準１－２ 中間評価時点においてなお、事業アウトカム指標及び目標値が明確かつ妥当であるこ

と。 

 （注）市場規模・シェア、エネルギー・ＣＯ２削減量などの事業アウトカムを計測できる定

量的な指標が設定されるとともに、目標値及び達成時期が適切に設定されていること。  

 

【中間評価項目２】 複数課題プログラムの内容及び事業アウトプットの妥当性 

中間評価基準２－１ 中間評価時点においてなお、複数課題プログラムの内容が明確かつ妥当であること。 

 

（注）研究開発要素が明確であること。 

国内外他者において実施されている類似の研究開発や競合する研究開発等の現状

が把握されており、本事業によって、技術的優位性（特許取得等）及び経済的優位性

（上市・製品化、市場規模・シェア等）を確保できるものであること。 

中間評価基準２－２ 中間評価時点においてなお、事業アウトプット指標及び目標値が明確かつ妥当であるこ

と。 

中間評価基準２－３ 中間評価時点での事業アウトプットの目標値が達成されているとともに、関連する論文
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発表、特許出願、国際標準の形成、プロトタイプの作成等が実施されていること。 

 （注）未達成の場合はその原因や今後の見通しについて適切に説明されていること。 

 

【中間評価項目３】 当省(国）が実施することの必要性 

中間評価基準３ 中間評価時点においてなお、次の①から⑤のいずれかを満たすなど、当省(国）におい

て、当該複数課題プログラムを実施することが必要であることが明確であること。 

①多額の研究開発費、長期にわたる研究開発期間、高い技術的難度等から、民間企業

のみでは十分な研究開発が実施されない場合。 

②環境問題への先進的対応等、民間企業には市場原理に基づく研究開発実施インセ

ンティブが期待できない場合。 

③標準の策定、データベース整備等のうち社会的性格が強いもの（知的基盤）の形成に

資する研究開発の場合。 

④国の関与による異分野連携、産学官連携等の実現によって、研究開発活動に新たな

付加価値をもたらすことが見込まれる場合。 

⑤その他、科学技術的価値の観点からみた卓越性、先導性を有しているなど、国が主

体的役割を果たすべき特段の理由がある場合。 

 
【中間評価項目４】 事業アウトカム達成に至るまでのロードマップの妥当性 

中間評価基準４ 

中間評価時点においてなお、事業アウトカム達成に至るまでのロードマップは、以下の

点を踏まえて作成され、必要に応じて改定されていること。 

・知財管理の取扱 

・実証や国際標準化 

・性能や安全性基準の策定 

・規制緩和等を含む実用化に向けた取組 

・成果のユーザー 

 
【中間評価項目５】 複数課題プログラムの実施・マネジメント体制等の妥当性 

中間評価基準５－１ 複数課題プログラムの実施・マネジメント体制等が、事業の目的及び事業アウトカムを

踏まえ、以下の点について明確かつ妥当であること。 

・研究開発計画 

・研究開発実施者の適格性 

・研究開発の実施体制（チーム構成、プロジェクトリーダー、連携や競争を図るためのフ

ォーメーション等） 

・国民との科学・技術対話の実施などのコミュニケーション活動 

・資金配分 

・社会経済情勢等周囲の状況変化への柔軟な対応 

中間評価基準５－２ 
事業の目的及び事業アウトカムを踏まえ、知財の取扱についての戦略及びルールが十

分検討され、具体化されていること。 

 
【中間評価項目６】 費用対効果の妥当性 

中間評価基準６ 
中間評価時点においてなお、投入する予定の国費総額に対して、事業アウトプット及び

事業アウトカムが妥当であること。  
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Ⅰ－１－（３） 終了時評価 

 

【終了評価項目１】 事業アウトカムの妥当性 

終了時評価基準１－１ 
終了時評価時点においてなお、複数課題プログラムの目的を踏まえた事業アウトカム

が明確であり妥当であること。 

 
（注）事業アウトカムが実現した場合の日本経済や国際競争力、問題解決に与える効果

が優れていること。 

終了時評価基準１－２ 終了時評価時点においてなお、事業アウトカム指標及び目標値が明確かつ妥当である

こと。 

 

 

 

（注）市場規模・シェア、エネルギー・ＣＯ２削減量などの事業アウトカムを計測できる定

量的な指標が設定されるとともに、目標値及び達成時期が適切に設定されていること。  

 
【終了時評価項目２】 複数課題プログラムの内容及び事業アウトプットの妥当性 

終了時評価基準２－１ 終了評価時点においてなお、複数課題プログラムの内容が明確かつ妥当であること。 

 

 

（注）研究開発要素が明確であること。 

国内外他者において実施されている類似の研究開発や競合する研究開発等の現状

が把握されており、本事業によって、技術的優位性（特許取得等）及び経済的優位性

（上市・製品化、市場規模・シェア等）を確保できるものであること。 

終了時評価基準２－２ 

 

終了評価時点においてなお、事業アウトプット指標及び目標値が明確かつ妥当であるこ

と。 

終了時評価基準２－３ 

 

終了時評価時点での事業アウトプットの目標値が達成されているとともに、関連する論

文発表、特許出願、国際標準の形成、プロトタイプの作成等が実施されていること。 

 （注）未達成の場合はその原因や今後の見通しについて適切に説明されていること。 

 

【終了時評価項目３】 当省(国）が実施することの必要性 

終了時評価基準３ 

 

終了時評価時点においてなお、次の①から⑤のいずれかを満たすなど、当省(国）にお

いて、当該複数課題プログラムを実施することが必要であることが明確であること。 

①多額の研究開発費、長期にわたる研究開発期間、高い技術的難度等から、民間企業

のみでは十分な研究開発が実施されない場合。 

②環境問題への先進的対応等、民間企業には市場原理に基づく研究開発実施インセ

ンティブが期待できない場合。 

③標準の策定、データベース整備等のうち社会的性格が強いもの（知的基盤）の形成に

資する研究開発の場合。 

④国の関与による異分野連携、産学官連携等の実現によって、研究開発活動に新たな

付加価値をもたらすことが見込まれる場合。 

⑤その他、科学技術的価値の観点からみた卓越性、先導性を有しているなど、国が主

体的役割を果たすべき特段の理由がある場合。 
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【終了時評価項目４】 事業アウトカム達成に至るまでのロードマップの妥当性 

終了時評価基準４－１ 終了時評価時点においてなお、事業アウトカム達成に至るまでのロードマップは、以下

の点を踏まえて作成され、必要に応じて改定されていること。 

・知財管理の取扱 

・実証や国際標準化 

・性能や安全性基準の策定 

・規制緩和等を含む実用化に向けた取組 

・成果のユーザー 

 
【終了時評価項目５】 複数課題プログラムの実施・マネジメント体制等の妥当性 

終了時評価基準５－１ 事業実施中における、複数課題プログラムの実施・マネジメント体制等が、事業の目的

及び事業アウトカムを踏まえ、以下の点について明確かつ妥当であること。 

・研究開発計画 

・研究開発実施者の適格性 

・研究開発の実施体制（チーム構成、プロジェクトリーダー、連携や競争を図る   

ためのフォーメーション等） 

・国民との科学・技術対話の実施などのコミュニケーション活動 

・資金配分 

・社会経済情勢等周囲の状況変化への柔軟な対応 

終了時評価基準５－２ 事業の目的及び事業アウトカムを踏まえ、知財の取扱についての戦略及びルールが十

分検討され、事業アウトカム達成までの間も含め、具体化されていること。 

 
【終了時評価項目６】 費用対効果の妥当性 

終了時評価基準６ 投入された国費総額に対して、事業アウトプット及び事業アウトカムが妥当であること。 
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Ⅰ－２．研究資金制度プログラムの評価項目・評価基準 

 

Ⅰ－２－（１） 事前評価 

 

【事前評価項目１】 事業アウトカムの妥当性 

事前評価基準１－１ 制度の目的を踏まえた事業アウトカムが明確であり妥当であること。 

 

（注）事業アウトカムが実現した場合の日本経済や国際競争力、問題解決に与える効果

が優れていること。 

 当該「制度」の事業アウトカムと関連性のある省内外の事業と重複がなく、適切に連携

等が取れていること。 

 事業アウトカムを踏まえ、次年度以降に技術開発を実施することが合理的であること。 

事前評価基準１－２ 事業アウトカム指標及び目標値が明確かつ妥当であること。 

 

（注）市場規模・シェア、エネルギー・ＣＯ２削減量などの事業アウトカムを計測できる定

量的な指標が設定されるとともに、目標値及び達成時期が適切に設定されていること。                                

  

【事前評価項目２】 制度内容及び事業アウトプットの妥当性 

事前評価基準２ 事業アウトプット指標及び目標値が明確かつ妥当であること。 

 

（注）中間評価時点及び終了評価時点において、事業の進捗状況を客観的に評価検証

し得る、定量的な事業アウトプット指標が提示されるとともに、目標値が適切に設定され

ていること。 

 
【事前評価項目３】 当省(国）が実施することの必要性 

事前評価基準３ 次の①から⑤のいずれかを満たすものであるなど、当省(国）において、当該制度を実

施することが必要であることが明確であること。 

①多額の研究開発費、長期にわたる研究開発期間、高い技術的難度等から、民間企業

のみでは十分な研究開発が実施されない場合。 

②環境問題への先進的対応等、民間企業には市場原理に基づく研究開発実施インセ

ンティブが期待できない場合。 

③標準の策定、データベース整備等のうち社会的性格が強いもの（知的基盤）の形成に

資する研究開発の場合。 

④国の関与による異分野連携、産学官連携等の実現によって、研究開発活動に新たな

付加価値をもたらすことが見込まれる場合。 

⑤その他、科学技術的価値の観点からみた卓越性、先導性を有しているなど、国が主

体的役割を果たすべき特段の理由がある場合。 

 
【事前評価項目４】 事業アウトカム達成に至るまでのロードマップの妥当性 

事前評価基準４ 事業アウトカム達成に至るまでのロードマップは、以下の点を踏まえて作成されている

こと。 

・知財管理の取扱 

・実証や国際標準化 

・性能や安全性基準の策定 

・規制緩和等を含む実用化に向けた取組 

・成果のユーザー 
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【事前評価項目５】 当該制度の実施・マネジメント体制等の妥当性 

事前評価基準５－１ 制度の実施・マネジメント体制等が、事業の目的及び事業アウトカムを踏まえ、以下

の点について明確かつ妥当であること。 

・制度の運営体制・組織 

・個々のテーマの採択プロセス 

・事業の進捗管理（モニタリングの実施、制度関係者間の調整等） 

・制度を利用する対象者  

・個々の制度運用の結果が制度全体の運営の改善にフィードバックされる仕組み 

・成果の利用主体に対して、成果を普及し関与を求める取組  

・国民との科学・技術対話の実施などのコミュニケーション活動 

・資金配分 

・社会経済情勢等周囲の状況変化への対応 

事前評価基準５－２ 事業の目的及び事業アウトカムを踏まえ、知財の取扱についての戦略及びルール

が十分検討され、具体化されていること。 

 
【事前評価項目６】 費用対効果の妥当性 

事前評価基準６ 投入する予定の国費総額に対して、事業アウトプット及び事業アウトカムが妥当であ

ること。 

 

Ⅰ－２－（２） 中間評価 

 

【中間評価項目１】 事業アウトカムの妥当性 

中間評価基準１－１ 中間評価時点においてなお、制度の目的を踏まえた事業アウトカムが明確であり妥

当であること。 

 （注）事業アウトカムが実現した場合の日本経済や国際競争力、問題解決に与える

効果が優れていること。 

中間評価基準１－２ 中間評価時点においてなお、事業アウトカム指標及び目標値が明確かつ妥当であ

ること。 

 

 

（注）市場規模・シェア、エネルギー・ＣＯ２削減量などの事業アウトカムを計測できる

定量的な指標が設定されるとともに、目標値及び達成時期が適切に設定されている

こと。                                

 
【中間評価項目２】 制度内容及び事業アウトプットの妥当性 

中間評価基準２－１ 中間評価時点においてなお、事業アウトプット指標及び目標値が明確かつ妥当であ

ること。 

 

 

（注）中間評価時点及び終了評価時点において、研究開発の進捗状況を客観的に

評価検証し得る、定量的な事業アウトプット指標が提示されるとともに、目標値が適

切に設定されていること。 

中間評価基準２－２ 中間評価時点での事業アウトプットの目標値が達成されているとともに、関連する論

文発表、特許出願、国際標準の形成、プロトタイプの作成等が実施されていること。 

 （注）未達成の場合はその原因や今後の見通しについて適切に説明されているこ

と。 

 
【中間評価項目３】 当省(国）が実施することの必要性 

中間評価基準３ 中間評価時点においてなお、次の①から⑤のいずれかを満たすものであるなど、当
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省(国）において、当該制度を実施することが必要であることが明確であること。 

①多額の研究開発費、長期にわたる研究開発期間、高い技術的難度等から、民間

企業のみでは十分な研究開発が実施されない場合。 

②環境問題への先進的対応等、民間企業には市場原理に基づく研究開発実施イン

センティブが期待できない場合。 

③標準の策定、データベース整備等のうち社会的性格が強いもの（知的基盤）の形

成に資する研究開発の場合。 

④国の関与による異分野連携、産学官連携等の実現によって、研究開発活動に新

たな付加価値をもたらすことが見込まれる場合。 

⑤その他、科学技術的価値の観点からみた卓越性、先導性を有しているなど、国が

主体的役割を果たすべき特段の理由がある場合。 

 
【中間評価項目４】 事業アウトカム達成に至るまでのロードマップの妥当性 

中間評価基準４ 中間評価時点においてなお、事業アウトカム達成に至るまでのロードマップは、以下

の点を踏まえて作成され、必要に応じて改定されていること。 

・知財管理の取扱 

・実証や国際標準化 

・性能や安全性基準の策定 

・規制緩和等を含む実用化に向けた取組 

・成果のユーザー 

 
【中間評価項目５】 制度の実施・マネジメント体制等の妥当性 

中間評価基準５－１ 中間評価時点においてなお、制度の実施・マネジメント体制等が、事業の目的及び

事業アウトカムを踏まえ、以下の点について明確かつ妥当であること。 

・制度の運営体制・組織 

・個々のテーマの採択プロセス 

・事業の進捗管理（モニタリングの実施、制度関係者間の調整等） 

・制度を利用する対象者  

・個々の制度運用の結果が制度全体の運営の改善にフィードバックされる仕組み 

・成果の利用主体に対して、成果を普及し関与を求める取組  

・国民との科学・技術対話の実施などのコミュニケーション活動 

・資金配分 

・社会経済情勢等周囲の状況変化への対応 

中間評価基準５－２ 事業の目的及び事業アウトカムを踏まえ、知財の取扱についての戦略及びルール

が十分検討され、具体化されていること。 

 
【中間評価項目６】 費用対効果の妥当性 

中間評価基準６ 中間評価時点においてなお、投入する予定の国費総額に対して、事業アウトプット

及び事業アウトカムが妥当であること。 
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Ⅰ－２－（３） 終了時評価 

 

【終了時評価項目１】 事業アウトカムの妥当性 

終了時評価基準１－１ 終了時評価時点においてなお、制度の目的を踏まえた事業アウトカムが明確であり

妥当であること。 

 （注）事業アウトカムが実現した場合の日本経済や国際競争力、問題解決に与える

効果が優れていること。 

終了時評価基準１－２ 終了時評価時点においてなお、事業アウトカム指標及び目標値が明確かつ妥当で

あること。 

 

 

（注）市場規模・シェア、エネルギー・ＣＯ２削減量などの事業アウトカムを計測できる

定量的な指標が設定されるとともに、目標値及び達成時期が適切に設定されている

こと。                                

 

【終了時評価項目２】 制度内容及び事業アウトプットの妥当性 

終了時評価基準２－１ 終了評価時点においてなお、事業アウトプット指標及び目標値が明確かつ妥当であ

ること。 

 

 

（注）中間評価時点及び終了評価時点において、研究開発の進捗状況を客観的に

評価検証し得る、定量的な事業アウトプット指標が提示されるとともに、目標値が適

切に設定されていること。 

終了時評価基準２－２ 終了時評価時点での事業アウトプットの目標値が達成されているとともに、関連する

論文発表、特許出願、国際標準の形成、プロトタイプの作成等が実施されているこ

と。 

 （注）未達成の場合はその原因や今後の見通しについて適切に説明されているこ

と。 

 
【終了時評価項目３】 当省(国）が実施することの必要性 

終了時評価基準３ 終了時評価時点においてなお、次の①から⑤のいずれかを満たすものであるなど、

当省(国）において、当該制度を実施することが必要であることが明確であること。 

①多額の研究開発費、長期にわたる研究開発期間、高い技術的難度等から、民間

企業のみでは十分な研究開発が実施されない場合。 

②環境問題への先進的対応等、民間企業には市場原理に基づく研究開発実施イン

センティブが期待できない場合。 

③標準の策定、データベース整備等のうち社会的性格が強いもの（知的基盤）の形

成に資する研究開発の場合。 

④国の関与による異分野連携、産学官連携等の実現によって、研究開発活動に新

たな付加価値をもたらすことが見込まれる場合。 

⑤その他、科学技術的価値の観点からみた卓越性、先導性を有しているなど、国が

主体的役割を果たすべき特段の理由がある場合。 

 
【終了時評価項目４】 事業アウトカム達成に至るまでのロードマップの妥当性 

終了時評価基準４－１ 終了時評価時点においてなお、事業アウトカム達成に至るまでのロードマップは、以

下の点を踏まえて作成され、必要に応じて改定されていること。 

・知財管理の取扱 

・実証や国際標準化 

・性能や安全性基準の策定 
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・規制緩和等を含む実用化に向けた取組 

・成果のユーザー 

終了時評価基準４－２ あらかじめ設定されていた事業アウトカムの達成時期における目標値の達成が見

込まれていること。 

 （注）達成が見込めない場合はその原因や今後の見通しについて適切に説明されて

いること。 

 
【終了時評価項目５】 制度の実施・マネジメント体制等の妥当性 

終了時評価基準５－１ 終了時評価時点においてなお、制度の実施・マネジメント体制等が、事業の目的及

び事業アウトカムを踏まえ、以下の点について明確かつ妥当であること。 

・制度の運営体制・組織 

・個々のテーマの採択プロセス 

・事業の進捗管理（モニタリングの実施、制度関係者間の調整等） 

・制度を利用する対象者  

・個々の制度運用の結果が制度全体の運営の改善にフィードバックされる仕組み 

・成果の利用主体に対して、成果を普及し関与を求める取組  

・国民との科学・技術対話の実施などのコミュニケーション活動 

・資金配分 

・社会経済情勢等周囲の状況変化への対応 

終了時評価基準５－２ 事業の目的及び事業アウトカムを踏まえ、知財の取扱についての戦略及びルール

が十分検討され、事業アウトカム達成までの間も含め、具体化されていること。 

終了時評価基準５－３ 事業終了後における、事業アウトカム達成までの間の研究開発の実施・マネジメント

体制等が明確かつ妥当であること。 

 
【終了時評価項目６】 費用対効果の妥当性 

終了時評価基準６ 投入された国費総額に対して、事業アウトプット及び事業アウトカムが妥当であるこ

と。 
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Ⅱ．研究開発課題（プロジェクト）の評価項目・評価基準 

 

Ⅱ－（１） 事前評価 

 

【事前評価項目１】 事業アウトカムの妥当性 

事前評価基準１－１ 事業の目的を踏まえた事業アウトカムが明確であり妥当であること。 

 

（注）事業アウトカムが実現した場合の日本経済や国際競争力、問題解決に与える

効果が優れていること。 

 当該事業の事業アウトカムと関連性のある省内外の事業と重複がなく、適切に連

携等が取れていること。 

 事業アウトカムを踏まえ、次年度以降に技術開発を実施することが合理的であるこ

と。 

事前評価基準１－２ 事業アウトカム指標及び目標値が明確かつ妥当であること。 

 

（注）市場規模・シェア、エネルギー・ＣＯ２削減量などの事業アウトカムを計測できる

定量的な指標が設定されるとともに、目標値及び達成時期が適切に設定されている

こと。                                

 
【事前評価項目２】 研究開発内容及び事業アウトプットの妥当性 

事前評価基準２－１ 研究開発内容が明確かつ妥当であること。 

 

（注）研究開発要素が明確であること。 

国内外他者において実施されている類似の研究開発や競合する研究開発等の現状

が把握されており、本事業によって、技術的優位性（特許取得等）及び経済的優位

性（上市・製品化、市場規模・シェア等）を確保できるものであること。 

事前評価基準２－２ 事業アウトプット指標及び目標値が明確かつ妥当であること。 

 

（注）中間評価時点及び終了評価時点において、研究開発の進捗状況を客観的に

評価検証し得る、定量的な事業アウトプット指標が提示されるとともに、目標値が適

切に設定されていること。 

 
【事前評価項目３】 当省(国）が実施することの必要性 

事前評価基準３ 次の①から⑤のいずれかを満たすものであるなど、当省(国）において、当該研究開

発課題（プロジェクト）を実施することが必要であることが明確であること。 

①多額の研究開発費、長期にわたる研究開発期間、高い技術的難度等から、民間

企業のみでは十分な研究開発が実施されない場合。 

②環境問題への先進的対応等、民間企業には市場原理に基づく研究開発実施イン

センティブが期待できない場合。 

③標準の策定、データベース整備等のうち社会的性格が強いもの（知的基盤）の形

成に資する研究開発の場合。 

④国の関与による異分野連携、産学官連携等の実現によって、研究開発活動に新

たな付加価値をもたらすことが見込まれる場合。 

⑤その他、科学技術的価値の観点からみた卓越性、先導性を有しているなど、国が

主体的役割を果たすべき特段の理由がある場合。 
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【事前評価項目４】 事業アウトカム達成に至るまでのロードマップの妥当性 

事前評価基準４ 事業アウトカム達成に至るまでのロードマップは、以下の点を踏まえて作成されてい

ること。 

・知財管理の取扱 

・実証や国際標準化 

・性能や安全性基準の策定 

・規制緩和等を含む実用化に向けた取組 

・成果のユーザー 

 
【事前評価項目５】 研究開発の実施・マネジメント体制等の妥当性 

事前評価基準５－１ 研究開発の実施・マネジメント体制等が明確かつ妥当であること。 

事前評価基準５－２ 事業の目的及び事業アウトカムを踏まえ、知財の取扱についての戦略及びルール

が十分検討されていること。 

 

【事前評価項目６】 費用対効果の妥当性 

事前評価基準６ 投入する予定の国費総額に対して、事業アウトプット及び事業アウトカムが妥当であ

ること。 

 

Ⅱ－（２） 中間評価 

 

【中間評価項目１】 事業アウトカムの妥当性 

中間評価基準１－１ 中間評価時点においてなお、事業の目的を踏まえた事業アウトカムが明確であり妥

当であること。 

 

（注）事業アウトカムが実現した場合の日本経済や国際競争力、問題解決に与える

効果が優れていること。 

中間評価基準１－２ 中間評価時点においてなお、事業アウトカム指標及び目標値が明確かつ妥当であ

ること。 

 

（注）市場規模・シェア、エネルギー・ＣＯ２削減量などの事業アウトカムを計測できる

定量的な指標が設定されるとともに、目標値及び達成時期が適切に設定されている

こと。                                

 
【中間評価項目２】 研究開発内容及び事業アウトプットの妥当性 

中間評価基準２－１ 中間評価時点においてなお、研究開発内容が明確かつ妥当であること。 

 

（注）研究開発要素が明確であること。 

国内外他者において実施されている類似の研究開発や競合する研究開発等の現状

が把握されており、本事業によって、技術的優位性（特許取得等）及び経済的優位

性（上市・製品化、市場規模・シェア等）を確保できるものであること。 

中間評価基準２－２ 中間評価時点においてなお、事業アウトプット指標及び目標値が明確かつ妥当であ

ること。 

 

（注）中間評価時点及び終了評価時点において、研究開発の進捗状況を客観的に

評価検証し得る、定量的な事業アウトプット指標が提示されるとともに、目標値が適

切に設定されていること。 

中間評価基準２－３ 中間評価時点での事業アウトプットの目標値が達成されているとともに、関連する論

文発表、特許出願、国際標準の形成、プロトタイプの作成等が実施されていること。 

 
（注）未達成の場合はその原因や今後の見通しについて適切に説明されているこ
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と。 

 
 
【中間評価項目３】 当省(国）が実施することの必要性 

中間評価基準３ 中間評価時点においてなお、次の①から⑤のいずれかを満たすものであるなど、当

省(国）において、当該研究開発課題（プロジェクト）を実施することが必要であること

が明確であること。 

①多額の研究開発費、長期にわたる研究開発期間、高い技術的難度等から、民間

企業のみでは十分な研究開発が実施されない場合。 

②環境問題への先進的対応等、民間企業には市場原理に基づく研究開発実施イン

センティブが期待できない場合。 

③標準の策定、データベース整備等のうち社会的性格が強いもの（知的基盤）の形

成に資する研究開発の場合。 

④国の関与による異分野連携、産学官連携等の実現によって、研究開発活動に新

たな付加価値をもたらすことが見込まれる場合。 

⑤その他、科学技術的価値の観点からみた卓越性、先導性を有しているなど、国が

主体的役割を果たすべき特段の理由がある場合。 

 
【中間評価項目４】 事業アウトカム達成に至るまでのロードマップの妥当性 

中間評価基準４ 中間評価時点においてなお、事業アウトカム達成に至るまでのロードマップは、以下

の点を踏まえて作成され、必要に応じて改定されていること。 

・知財管理の取扱 

・実証や国際標準化 

・性能や安全性基準の策定 

・規制緩和等を含む実用化に向けた取組 

・成果のユーザー 

 
【中間評価項目５】 研究開発の実施・マネジメント体制等の妥当性 

中間評価基準５－１ 研究開発の実施・マネジメント体制等が、事業の目的及び事業アウトカムを踏まえ、

以下の点について明確かつ妥当であること。 

・研究開発計画 

・研究開発実施者の適格性 

・研究開発の実施体制（チーム構成、プロジェクトリーダー、連携や競争を図るため

のフォーメーション等） 

・国民との科学・技術対話の実施などのコミュニケーション活動 

・資金配分 

・社会経済情勢等周囲の状況変化への柔軟な対応 

中間評価基準５－２ 事業の目的及び事業アウトカムを踏まえ、知財の取扱についての戦略及びルール

が十分検討され、具体化されていること。 

 
【中間評価項目６】 費用対効果の妥当性 

中間評価基準６ 中間評価時点においてなお、投入する予定の国費総額に対して、事業アウトプット

及び事業アウトカムが妥当であること。 
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Ⅱ－（３） 終了時評価 

 

【終了評価項目１】 事業アウトカムの妥当性 

終了時評価基準１－１ 
終了時評価時点においてなお、事業の目的を踏まえた事業アウトカムが明確であり

妥当であること。 

 

（注）事業アウトカムが実現した場合の日本経済や国際競争力、問題解決に与える

効果が優れていること。 

終了時評価基準１－２ 終了時評価時点においてなお、事業アウトカム指標及び目標値が明確かつ妥当で

あること。 

 

（注）市場規模・シェア、エネルギー・ＣＯ２削減量などの事業アウトカムを計測できる

定量的な指標が設定されるとともに、目標値及び達成時期が適切に設定されている

こと。                                

 
【終了時評価項目２】 研究開発内容及び事業アウトプットの妥当性 

終了時評価基準２－１ 終了評価時点においてなお、研究開発内容が明確かつ妥当であること。 

 

（注）研究開発要素が明確であること。 

 国内外他者において実施されている類似の研究開発や競合する研究開発等の現

状が把握されており、本事業によって、技術的優位性（特許取得等）及び経済的優

位性（上市・製品化、市場規模・シェア等）を確保できるものであること。 

終了時評価基準２－２ 終了評価時点においてなお、事業アウトプット指標及び目標値が明確かつ妥当であ

ること。 

 

（注）終了評価時点において、研究開発の進捗状況を客観的に評価検証し得る、定

量的な事業アウトプット指標が提示されるとともに、目標値が適切に設定されている

こと。 

終了時評価基準２－３ 終了時評価時点での事業アウトプットの目標値が達成されているとともに、関連する

論文発表、特許出願、国際標準の形成、プロトタイプの作成等が実施されているこ

と。 

 

（注）未達成の場合はその原因や今後の見通しについて適切に説明されているこ

と。 

 
【終了時評価項目３】 当省(国）が実施することの必要性 

終了時評価基準３ 終了時評価時点においてなお、次の①から⑤のいずれかを満たすものであるなど、

当省(国）において、当該研究開発課題（プロジェクト）を実施することが必要であるこ

とが明確であること。 

①多額の研究開発費、長期にわたる研究開発期間、高い技術的難度等から、民間

企業のみでは十分な研究開発が実施されない場合。 

②環境問題への先進的対応等、民間企業には市場原理に基づく研究開発実施イン

センティブが期待できない場合。 

③標準の策定、データベース整備等のうち社会的性格が強いもの（知的基盤）の形

成に資する研究開発の場合。 

④国の関与による異分野連携、産学官連携等の実現によって、研究開発活動に新

たな付加価値をもたらすことが見込まれる場合。 
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⑤その他、科学技術的価値の観点からみた卓越性、先導性を有しているなど、国が

主体的役割を果たすべき特段の理由がある場合。 

 
 
【終了時評価項目４】 事業アウトカム達成に至るまでのロードマップの妥当性 

終了時評価基準４－１ 終了時評価時点においてなお、事業アウトカム達成に至るまでのロードマップは、以

下の点を踏まえて作成され、必要に応じて改定されていること。 

・知財管理の取扱 

・実証や国際標準化 

・性能や安全性基準の策定 

・規制緩和等を含む実用化に向けた取組 

・成果のユーザー 

終了時評価基準４－２ あらかじめ設定されていた事業アウトカムの達成時期における目標値の達成が見

込まれていること。 

 

（注）達成が見込めない場合はその原因や今後の見通しについて適切に説明されて

いること。 

 
【終了時評価項目５】 研究開発の実施・マネジメント体制等の妥当性 

終了時評価基準５－１ 事業実施中における、研究開発の実施・マネジメント体制等が、事業の目的及び事

業アウトカムを踏まえ、以下の点について明確かつ妥当であること。 

・研究開発計画 

・研究開発実施者の適格性 

・研究開発の実施体制（チーム構成、プロジェクトリーダー、連携や競争を図るため

のフォーメーション等） 

・国民との科学・技術対話の実施などのコミュニケーション活動 

・資金配分 

・社会経済情勢等周囲の状況変化への柔軟な対応 

終了時評価基準５－２ 事業の目的及び事業アウトカムを踏まえ、知財の取扱についての戦略及びルール

が十分検討され、事業アウトカム達成までの間も含め、具体化されていること。 

終了時評価基準５－３ 事業終了後における、事業アウトカム達成までの間の研究開発の実施・マネジメント

体制等が明確かつ妥当であること。 

 
【終了時評価項目６】 費用対効果の妥当性 

終了時評価基準６ 投入された国費総額に対して、事業アウトプット及び事業アウトカムが妥当であるこ

と。 
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Ⅲ．追跡評価の評価項目・評価基準 

 

【追跡評価項目１】 技術波及効果（事業アウトカムを含む。） 

【追跡評価項目１－１】 プロジェクトの直接的・間接的技術成果の実用化の進展度合 

追跡評価基準１－１ ①プロジェクトの終了後に実用化した又は今後実用化が期待される製品やサービス

があること。 

②具体化された知財の取り扱いについての戦略及びルールに基づき、国内外での

特許取得等が行われたこと。 

【追跡評価項目１－２】 プロジェクトの直接的・間接的技術成果のインパクト 

追跡評価基準１－２ ①関連技術分野に非連続なイノベーションをもたらしたこと。 

②多くの派生技術が生み出されていること 

③適用分野が多岐にわたっていること。 

④直接的・間接的技術成果を利用した研究主体が多いこと。 

⑤直接的・間接的技術成果を利用した研究主体が産業界や学会に広がりを持って

いること。 

⑥研究開発の促進効果や期間短縮効果があったこと。 

【追跡評価項目１－３】 国際競争力への影響 

追跡評価基準１－３ ①我が国における当該分野の技術レベルが向上したこと。  

②外国企業との間で技術的な取引が行われ、それが利益を生み出したこと。 

③外国企業との主導的な技術提携が行われたこと。  

④国際標準等の協議において、我が国がリーダーシップをとれる等のメリットもたら

したこと。 

⑤外国との技術交流の促進や当該分野での我が国のイニシアチブの獲得につなが

ったこと。 

 

【追跡評価項目２】 研究開発力向上効果（事業アウトカムを含む。） 

【追跡評価項目２－１】 知的ストックの活用状況 

追跡評価基準２－１ ①プロジェクトの成果である知的ストックを活用した研究開発が行われていること。 

②知的ストックが画期的な新製品やサービスを生み出す可能性を高める工夫がなさ

れていること。 

【追跡評価項目２－２】 研究開発組織・戦略への影響 

追跡評価基準２－２ ①組織内、更には国内外において高く評価される研究部門となったこと。 

②関連部門の人員・予算の拡充につながったこと。 

➂技術管理部門・研究開発部門の再構成等、社内の組織改変につながったこと。 

④組織全体の技術戦略・知財戦略の見直しや強化に寄与したこと。 

⑤他の企業や研究機関との共同研究の推進、ビジネスパートナーとの関係の強化・

改善等、オープンイノベーションのきっかけになったこと。  

⑥プロジェクトが学会、フォーラム等の研究交流基盤の整備・強化のきっかけになっ

たこと。 

【追跡評価項目２－３】 人材への影響 

追跡評価基準２－３ ①組織内、更には国内外において高く評価される研究者が生まれたこと。 

②論文発表、博士号取得が活発に行われたこと。 

③他の企業や研究機関との研究者の人的交流のきっかけになったこと。 

 



 

- 19 - 
 

 

【追跡評価項目３】 経済効果（事業アウトカムを含む。） 

【追跡評価項目３－１】 市場創出への寄与 

追跡評価基準３－１ 新しい市場の創造及びその拡大に寄与したこと。 

【追跡評価項目３－２】 経済的インパクト 

追跡評価基準３－２ ①製品やサービスの売り上げ及び利益の増加に寄与したこと。 

②雇用創出に寄与したこと。 

【追跡評価項目３－３】 産業構造転換・産業活性化の促進 

追跡評価基準３－３ ①既存市場への新規参入又は既存市場からの撤退等をもたらしたこと。 

②生産性・経済性の向上に寄与したこと。 

③顧客との関係改善に寄与したこと 

 

【追跡評価項目４】 国民生活・社会レベルの向上効果（事業アウトカムを含む。） 

評価基準４ ①エネルギー問題の解決に寄与したこと。 

②環境問題の解決に寄与したこと。 

③情報化社会の推進に寄与したこと。。 

④安全・安心や国民生活の質の向上に寄与したこと。 

 

【追跡評価項目５】 政策へのフィードバック効果 

追跡評価基準５－１ プロジェクトの成果、改善提案、反省点等がその後のプロジェクトのテーマ設定や体

制構築へ反映されたこと。 

追跡評価基準５－２ プロジェクトの直接的・間接的技術成果が産業戦略等に影響したこと。 

 

【追跡評価項目６】 以上の評価結果を踏まえた、プロジェクト終了時の事後評価の妥当性 

追跡評価基準６ 終了時評価（事後評価を含む。）の結果が妥当であること。 

 （注）今後の終了時評価において改善すべき点、考慮すべき点等があれば提案す

る。 

 

＜参考＞ 

（平成２５年度までの評価項目）      (平成２６年度からの評価項目） 

①目的・意義の妥当性            ①事業アウトカムの妥当性 

②目標の妥当性               ②研究開発内容及び事業アウトプットの妥

当性 

➂計画内容の妥当性             ➂当省(国）が実施することの必要性 

④国のプロジェクトであることの妥当性  ④事業アウトカム達成に至るまでのロード

マップの妥当性 

⑤研究開発体制・運営の妥当性      ⑤研究開発の実施・マネジメント体制等の

妥当性 

⑥研究開発成果の計画と比較した     ⑥費用対効果の妥当性 

達成度 

⑦実用化の見通し（成果普及、広報体 

制、波及効果）  

⑧総合評価  

⑨今後の提言 
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【追跡評価項目 7】 プロジェクト終了後のフォローアップ方法 

追跡評価基準７ プロジェクトの成果の実用化や普及に向けた、ロードマップや体制、後継事業の検

討など、プロジェクト終了後のフォローアップ方法が適切であったこと。 

 （注）フォローアップ方法について改善すべき点、より効果的な方策等があれば提案

する。 
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中間評価報告書概要 

 

プロジェクト名 土壌汚染対策のための技術開発 

上位施策名 環境安心イノベーションプログラム 

事業担当課 
製造産業局生物化学産業課 

産業技術環境局環境指導室 

プロジェクトの目的・概要 

 本技術開発は工場・事業場の操業中からの自主的な土壌汚染対策を促進するため、原位置で行う回収・

浄化機能等を有する低コストの土壌汚染対策技術（共通基盤的評価技術を含む）として、重金属等の原位置

処理土壌汚染対策及び VOC の微生物等を利用した環境汚染物質の浄化技術を開発することを目的として

いる。また、バイオレメディエーションで利用する微生物の安全性を評価する手法や環境中に存在する微生

物群を包括的にモニタリングするための手法を開発し、それらの成果をバイオレメディエーション利用指針に

反映し、微生物を利用したバイオレメディエーションの普及促進を図ることを目指す。 

 

予算額等（委託 or 補助（補助率：２／３））              （単位：千円） 

開始年度 終了年度 中間評価時期 事後評価時期 事業実施主体 

平成２２年度 平成２６年度 平成２４年度 平成２６年度 

新日鉄住金エン

ジニアリング

（株）、大阪ガス

（株）、（株）不動

テトラ、土壌修復

ラジアルウェル技

術研究組合、

（株）島津製作

所、長岡技術科

学大学、東京大

学、岐阜大学 

H22FY 予算額 H23FY 予算額 H24FY 予算額 総予算額 総執行額 

平成２２年度は

NEDO 交付金で

実施 

123,331 190,000 682,606 120,660 

 

経済産業省
テキストボックス
参考資料３
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目標・指標及び成果・達成度 

(1) 全体目標に対する成果・達成度 

 事業終了までに原位置で行う低コストな土壌汚染対策技術の実用化の目処をつけるため、各個別要素技術の目

標を達成することを目指す。全体として、中間評価時点における進捗としては良好であり、設定された目標に対する

成果は妥当であると判断された。 

 

個別要素技術 
目標・指標 

成果 達成度 
最終時点 中間時点 

シアン汚染土壌の飽和・不飽和原位置バイオレメディエーションの研究開発 

シアン含有量分

析方法に関する

開発 

 

 

 

（中間時点で技術確

立） 

いかなる土壌において

も全シアンを 90%以上

回収可能な分析技術

を開発する。 

塩化第二銅・塩化スズ

を添加試薬とした還元

蒸留方法（NSOF 法）を

開発し、土壌中の全シ

アンの精度（添加・回

収率）が 95%以上となる

分析技術を確立した。 

達成 

シアン分解微生

物に関する研究 

実証試験で微生物によ

るシアン分解の確認 

スティミュレーションの

研究については原地

盤の菌によるシアン分

解を確認する。 

 

 

オーグメンテーションの

研究についてはシアン

分解菌の特定および

培養を行う。 

スティミュレーションの

研究については土槽

へ栄養剤を投入し、在

来菌によるシアンの分

解を確認した。 

 

オーグメンテーションの

研究については嫌気

性シアン分解菌の分

離・培養を行った。 

達成 

土質・地層に応

じた工法の研究 

実証試験で混練施工

による栄養剤混練とシ

アン分解の確認 

混練の仕様の決定と、

混練性能の評価方法

の決定を行う。 

地盤改良機を用いた

混練試験により、混練

の仕様の確認、栄養剤

の混合評価を行う。 

混練性能は、栄養剤濃

度を TOC と HPLC によ

り定量して評価するこ

ととした。 

 

 

 

達成 
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ラジアルウェルを活用したパッシブな新規土壌修復技術の研究開発 

基盤技術支援

（全体目標） 

従来の掘削除去方式

の約半分のコストで、

水溶性かつ移動性の

有害重金属等を３年以

内に原位置で回収・浄

化する。また、狭隘な

場所にも適用可能とす

る。 

各要素技術の改良・改

善により、狭隘な場所

にも適用できるように

するほか、従来方式の

2/3 以下の中間コスト

目標を達成する。 

各要素技術の改良・改

善により、実用化の目

処が立つ状況に至っ

た。また、中間コスト目

標は達成した。 

達成 

配水循環システ

ムに関する研究

開発 

狭隘な場所に適用可

能となる直径２m 程度

までの立抗を施工可能

とし、サイト全体をくま

なく浄化する集配水シ

ステムを構築する。 

 

立抗の小口径化と施

工法の選定フローを立

案する。 

 

 

 

 

また、土壌内へ均一に

配水可能な集配水手

法を確立する。（配水

循環システム） 

 

さらに、水平集配水管

の基本スペックを確立

する。 

直径 2m までのラジア

ルウェルを構築する施

工技術を開発した。ま

た、現地条件等ふまえ

た施工方法を選定する

フローを作成した。 

 

配水、集水を交互に繰

り返すことで均一な配

水循環が可能となるこ

とを見出した。 

 

配水管の水平方向の

間隔は、条件(脱着速

度、水処理量)によって

適切に設定することが

可能となった。 

達成 

 

 

 

 

 

 

達成 

 

 

 

 

達成 

重金属の土壌

からの脱着法

の研究開発 

 

全ての重金属類に対

する効果的な脱着手

法と抽出剤を見出す。 

重金属の脱着挙動の

把握と効果的な洗浄方

法を確立する 

また、汚染物質毎の効

果的な抽出剤を選定す

る。 

 

汚染物質毎の効果的

な抽出剤の選定 

各模擬汚染土壌の作

成方法を確立し、不飽

和流を用いたカラム試

験を実施し、溶出挙動

の把握と効果的な洗浄

方法を見出した。 

 

鉛、ヒ素、フッ素、ホウ

素について選定済。

（その他は次年度以降

に実施予定） 

一部達成 

 

 

 

 

 

 

一部達成 

土壌から脱着し 短期間でサイトからの 高性能吸着剤の開発 各種重金属対応の高 達成 
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た重金属等の

吸着処理の研

究開発 

 

重金属の回収・浄化を

可能にする、効率的な

水処理システムを開発

する。 

 

 

 

 

凝集沈殿型水処理技

術の改良 

 

 

 

水処理システムの開発 

 

性能で安価な吸着剤を

開発し、優れた効果を

確認した。 

 

ホウ素水処理の性能を

大幅に向上させた。ま

た、ヒ素等の処理技術

を改良した。 

 

実用化に供しうる水処

理システムを構築し

た。 

 

 

 

 

達成 

 

 

 

 

達成 

原位置モニタリ

ング技術に関す

る研究開発 

修復中の洗浄状況をリ

アルタイムで把握・確

認できる３次元モニタリ

ングシステムを構築す

る。 

簡易で安価なモニタリ

ング井戸を開発する。

（従来井戸の 1/3 以下

のコスト） 

 

細径鋼管打設工法を

応用し、φ２５の井戸を

安価に施工する新工

法を開発し、試験によ

り良好な結果を確認

済。（コスト試算では、

従来の井戸工法の 1/5

以下） 

達成 

遮水壁に関す

る研究開発 

 

狭隘な場所にも適用可

能で閉鎖系を実現する

遮水壁とその工法を開

発する。 

洗浄中のみならず洗浄

終了後に存置しても、

環境に負荷を与えない

遮水壁を選定する。 

ベントナイト 100％砕石

を使用する地中鉛直連

続遮水壁を考案した。

遮水性等の基礎実験

は、および施工実験実

施済み。 

達成 

低コスト原位置電気修復技術の研究開発 

模擬汚染土壌

を対象とした電

力量を最小化

する土壌pH、電

解液 EC の最適

化 

平成 24 年度で事業終

了 

模擬汚染土壌を対象と

して、電力量を最小化

する土壌 pH、電解液

EC の最適化を行う。 

鉛、六価クロムを汚染物

質とした砂、マサ土、笠岡

粘土の模擬汚染土壌に

おいて、電力消費量

2,250kWh/m3 以下で浄化

できる土壌 pH、電解液

EC の最適条件を導出し

た。 

 

達成 

実汚染土壌を

対象とした電力

平成 24 年度で事業終

了 

実汚染土壌を対象とし

た電力量を最小化する

鉛実汚染土壌（粘土混

じり砂）及び六価クロム

達成 
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量を最小化する

土壌 pH、電解

液 EC の最適化 

土壌 pH、電解液 EC の

最適化を行う。 

実汚染土壌（砂混じり

粘土）について、電力

消費量 2,250kWh/m3

以下で浄化できる土壌

pH、電解液 EC の最適

条件を導出した。 

汚染土壌の物

理化学的特性

解析と浄化効

率への影響評

価 

平成 24 年度で事業終

了 

汚染土壌の物理化学

的特性解析と浄化効

率への影響評価を行

う。 

鉛を対象汚染物質とし

た模擬汚染土壌につ

いて、環境負荷の低い

電解質（塩）を使った電

解水による溶出試験を

実施し、pH３～pH４の

電解水で、鉛の溶出量

が著しく増加すること

がわかり、電気修復浄

化への適用可能性を

見出した。 

達成 

電気修復法に

おける浄化メカ

ニズムと浄化効

率向上に関す

る研究 

平成 24 年度で事業終

了 

電気修復法における浄

化メカニズムと浄化効

率向上に関する研究を

行う。 

鉛を対象汚染物質とし

た模擬汚染土壌につ

いて、土壌 pHが６以下

でなければ鉛は溶出

せず浄化が困難なこと

を実験的に確認した。 

達成 

印加電圧パル

ス化による浄化

効率向上に関

する研究 

平成 24 年度で事業終

了 

印加電圧パルス化によ

る浄化効率の向上の

ための検討を行う。 

鉛模擬汚染土壌、六価

クロム模擬汚染土壌の

いずれにおいても浄化

効率の向上が認めら

れた。 

達成 

電解水添加に

よる浄化効率の

向上に関する

研究 

平成 24 年度で事業終

了 

電解水添加による浄化

効率向上のための検

討を行う。 

六価クロム模擬汚染土

壌では目標を超える浄

化効率の向上が認め

られた。 

達成 

原位置浄化試

験による実証試

験の浄化条件

決定 

平成 24 年度で事業終

了 

原位置浄化試験による

実証試験の浄化条件

決定を行う。 

土壌 pH･電解液 EC の
最適化、ならびに印加
電圧パルス化、電解水
の利用の３項目につい
て、それぞれ目標電力
量以内での浄化を達
成する条件を原位置試
験から決定した。 
 

達成 
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電気修復法に

使用する電極・

井戸の最適化

に関する評価

検討 

平成 24 年度で事業終

了 

電極形状（表面積な

ど）をパラメータとして、

浄化効率一定の条件

下で有効使用電極の

総重量を従来の 2/3 に

低減する。 

電極形状を変更し、電

解液中での抵抗値を

変えることなく、その総

重量を目標である２/３

以下に削減した。 

 

達成 

汚染現場にお

ける汚染分布

領域の特定技

術の確立 

平成 24 年度で事業終

了 

汚染現場における浄化

対象領域の探索と特

定、ならびに浄化過程

における浄化進捗状況

の把握のために、オン

サイト簡易分析手法と

迅速マッピング技術を

開発する。 

汚染分布領域を特定

する目的で、携帯型蛍

光 X 線分析装置の測

定条件を確立した。ま

た鉛を 450mg/kg 含有

した汚染土壌を対象と

し た 測 定 で 、 448 ±

3mg/kg の実測値を得

ることができ、測定手

法として十分な精度が

あることを確認した。 

達成 

低 コ ス ト 電 力

（自然エネルギ

ー等）の活用の

検討 

平成 24 年度で事業終

了 

自然エネルギーによる

電力の利活用を検討

する。利用する電力の

目標コストは、複数の

使用電力料金の平均

値として、1kWh あたり

10 円をめざす。 

電力コスト低減を目的

として、自然エネルギ

ーである太陽光発電に

よる電力利用について

調査と試算を行った。

現時点では平均的な

商用電力料金よりも高

額になるが、技術的に

は適用可能であること

が判った。また、太陽

光パネル単価は今後

ますます低価格化が進

むとされており、商用

電力の利用できない汚

染現場の浄化などの

際には、電力を獲得す

る有効な代替手段とし

て期待できることが判

った。 

 

 

達成 
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実証試験の実

施と目標浄化コ

ストの検証 

平成 24 年度で事業終

了 

研究成果をもとに浄化

コストを算出し、実際の

汚染サイトでの実証試

験によって検証する。 

対象土壌 1m3 あたり

1,500kWh の電力を使

用して、対象重金属に

ついて土対法における

含有量基準値の 3 倍

濃度の汚染土壌、また

溶出量基準値の 10 倍

程度の汚染土壌につ

いて、それぞれを基準

値以下に浄化する。処

理コストは掘削除去に

よる平均的な処理コス

ト（50,000 円／m3）の半

額程度（約 25,000 円／

m3）とする。 

原位置浄化試験で導

出された浄化条件を適

用して、1m3 の原位置

実証試験を実施したと

ころ、浄化に要した電

力量は 1,490kWh/m3

であり、目標値を達成

できた。 

この電力量を盛り込む

形で、当初計画時の

300m3 を対象とした汚

染サイトにおける処理

コストを試算中である。 

一部達

成 

次世代バイオレメディエーション普及のためのセーフバイオシステムの研究開発 

有害菌のドラフ

トゲノム解析と

指標遺伝子の

特定 

バイレメに関連する（環

境有害菌）属種の細菌

50 株以上について、判

別指標となる遺伝子を

特定する。 

バイレメに関連する（環

境有害菌）属種の細菌

30 株以上について、判

別指標となる遺伝子を

特定する。 

環境有害菌 35 株以上

について、判別指標と

なる遺伝子を特定し

た。 

達成 

指標遺伝子を

利用した有害性

判定手法の開

発 

バイレメに関連する（環

境有害菌）属種の細菌

50 株以上について、指

標遺伝子を用いた判

別手法を開発する。 

バイレメに関連する（環

境有害菌）属種の細菌

30 株以上について、指

標遺伝子を用いた判

別手法を開発する。 

環境有害菌 35 株以上

について、指標遺伝子

用いた判別手法を開

発した。 

達成 

有害菌データベ

ースの作製 

既知有害菌に関する

情報を収集・整備し、

微生物の安全評価を

一元的に実施できる体

制を整備する。 

既知のヒト病原菌及び

動物病原菌に関する

情報を収集する。 

ヒト・家畜有害菌の属

種名および、その基準

株 1028 株について、

16S rRNA 遺伝子配列

を収集した。 

達成 

 好気性塩素化

エチレン類分解

菌（群）の収集、

分解菌を選抜して分

離・同定し、選抜した分

解菌を保管する技術を

分解菌を選抜して分

離・同定し、選抜した分

解菌バイレメ指針適合

収集株 122 株につい

て、分解活性を指標に

選抜した13株から更に

達成 
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培養、同定、保

存 

検討する。 審査の検討を行う。 指針適合審査用 2株を

選定した。 

嫌気性塩素化

エチレン類分解

菌（群）の収集、

培養、同定、保

存 

分解菌を選抜して分

離・同定し、選抜した分

解菌を保管する技術を

検討する。 

分解菌を選抜して分

離・同定し、選抜した分

解菌バイレメ指針適合

審査の検討を行う。 

我が国で初めて嫌気

性脱塩素菌 の単離に

成功し、共培養にて活

性化する菌株も特定し

て、指針適合審査株に

選定した。 

達成 

バイレメ指針適

合株の開発（分

解菌の指針適

合確認） 

３株以上について、バ

イレメ指針適合の確認

を受け、頒布体制の確

立を行う。 

３株以上について、バ

イレメ指針適合に必要

な情報を収集し、指針

適合確認の審査を受

ける。 

４株について、指針適

合確認申請に着手し

た。 

達成 

実験室レベルで

のバイレメ実験 

好気性分解菌を利用し

たバイレメの有効性と

生態系への影響を評

価する。 

実験室レベルでの好気

性分解菌を用いたバイ

レメ試験系を確立す

る。 

バイレメ試験系を確立

し、好気的分解菌 20B

株について有効性と影

響を評価した。 

達成 

実汚染現場に 

おけるバイレメ

実験 

複数の実環境におい

てバイオスティミュレー

ション浄化を実施し、生

態系影響のための試

料を提供する。 

実環境においてバイオ

スティミュレーション浄

化を実施し、生態系影

響評価のための試料

を提供する。 

工場敷地内 2地点にお

いて、バイオスティミュ

レーション浄化試験を

実施し、試料を収集し

た。 

達成 

次世代シーケン

サーによる網羅

的な微生物叢

解析 

網羅的な微生物叢の

把握による解析手法の

確立。 

複数のバイオスティミュ

レーションサイトにおけ

る微生物叢解析による

生態系影響評価の実

施。 

新型シーケンサー用い

た網羅的な微生物叢

解析技術を確立し、バ

イオスティミュレーショ

ンサイトにおける微生

物叢解析による生態系

影響評価を実施する。 

2 地点のバイオスティミ

ュレーションサイトにお

いて、新型シーケンサ

ーを用いた網羅的な菌

叢解析による生態系影

響評価を実施した。 

達成 

超並列塩基配

列解析による指

標微生物の特

定 

指標微生物（病原菌

等）の特定による生態

系影響評価手法の確

立を行う。 

指標微生物（病原菌

等）の特定による生態

系影響評価手法の確

立を行う。 

指標微生物としてヒト

病原菌を検出する系を

確立した。 

達成 

環境メタトランス

クリプトーム解

析 

RNA を指標とした網羅

的な菌叢解析手法の

開発と生態系影響評

価への活用を行う。 

RNA を指標とした網羅

的な菌叢解析手法の

開発と生態系影響評

価への活用を行う。 

環境試料からの RNA

抽出・配列解析手法を

確立し活用した。 

達成 
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指標微生物群

の定量的モニタ

リング手法の開

発 

指標微生物候補に対

する定量的モニタリン

グ技術を確立する。 

指標微生物候補に対

する定量的モニタリン

グ技術を確立する。 

細菌・古細菌特異的

PCR プライマーを設計

し、定量性を確認した。 

達成 

生態系影響評

価標準的プロト

コールの作成 

標準的なプロトコール

を作成する。 

H25 年度から実施 H25 年度から実施 （ 未 着

手) 

プロトコール実

施のための核

酸標準物質の

整備 

プロトコールを実施す

るための核酸標準物

質の頒布体制を整備

する。 

H26 年度に実施 H26 年度に実施 （ 未 着

手) 

導入菌株のモ

ニタリング  

指針適合株のバイオオ

ーグメンテーションにお

ける動態と効果を評価

する。 

H25 年度から実施 H25 年度から実施 （ 未 着

手) 

生態系影響評

価手法の確立  

開発した生態系影響評

価手法を確立し、バイ

オオーグメンテーション

における生態系への影

響を評価する。 

H25 年度から実施 H25 年度から実施 （ 未 着

手) 

標準株の維持

管理  

 

バイレメ指針適合株の

頒布体制を整える。 

H26 年度に実施 H26 年度に実施 （ 未 着

手) 

 

(2) 目標及び計画の変更の有無 

  なし 

 

＜共通指標＞ 

論文数 
特許等件数 
（出願を含む） 

特許権の
実施件数 

新聞記事・学会発
表等件数 

８ ５ ０ ４３ 
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評価概要 

 

１．事業の目的・政策的位置付けの妥当性 

 本事業は、技術戦略マップの目標に明確に位置づけられている。さらに、土壌汚染対策法の一部改正に伴

う付帯決議の内容にも直接呼応するものでもあり、政策的な意義も明確である。土壌汚染は国内で数多く報

告されており、この対策は不可欠である。現状、汚染浄化には多大な費用を要することから、安価な浄化技術

の実用化や事業化に向けて、国として対策を講じることが必要である。 

 本事業は、委託と補助の二つの方法で実施されており、官民の役割との関係で適切な実施方法と言える。さ

らに、本事業で開発する各個別要素技術には国内初の取組みも散見されており、新規性・先進性が十分感じ

られる。 

 なお、技術の実用化のためには、「原位置処理重金属等土壌汚染対策技術開発」と「ＶＯＣの微生物等を利

用した環境汚染物質浄化技術開発」の２つのテーマで得られた成果を有機的に結び付けるスキームについて

も考慮することが望ましい。 

 

２．研究開発等の目標の妥当性 

 「原位置処理重金属等土壌汚染対策技術開発」に関しては、定量的な数値目標が設定され、わが国で実施

されている既往の技術や手法と比較して、目標設定は妥当である。特にコストに関しては、現状の対策費（掘

削除去）の半額以下となることを目指しており、実用技術とするための目標としては明確である。一方で、現状

の対策費は掘削除去のみを対象としているが、浄化対象の汚染物質や敷地条件等によっては別の選択肢も

存在し、掘削除去とは大きく費用が異なってくる可能性が高いため、浄化の条件をある程度分類した上で、必

要に応じて別の現状技術とも比較をすることが望ましい。 

 「ＶＯＣの微生物等を利用した環境汚染物質浄化技術開発」に関しては、達成すべき技術水準が明確であ

り、適切な指標が示されている。 

 事業実施期間の経済情勢の変化に応じた計画の修正は柔軟かつ迅速に行うことができる体制を整えること

が重要である。特に、研究開発の事業化に向けたコスト計算については経済情勢（電力コスト等）及び環境条

件の変化に応じて、柔軟に対応することが望ましい。 

 

３．成果、目標の達成度の妥当性 

「原位置処理重金属等土壌汚染対策技術開発」に関しては、設定した具体的な目標をおおむね達成してお

り、対策コスト、浄化の効果、普及の可能性など、十分なアウトプットが得られている。未達成の目標について

もおおむね年度内に達成できる見込みであり、順調に成果が出ているものと評価できる。一方で、特許等権利

化上の問題から成果が詳細に示されていないものも見受けられた。単に開発している技術が有用だという点

を示すだけでなく、技術の合理性についても可能な限り示していく必要がある。また、現時点で目標を達成で

きていない部分については、確実に年度内に達成するよう期待する。 

「ＶＯＣの微生物等を利用した環境汚染物質浄化技術開発」に関しては、当初の目標以上の成果が得られ、

微生物の安全性評価に向けての指標を定める上での有益な情報を集積していると評価できる。 

 共通指標となるような論文等の発表が必ずしも多いとは言えない個別要素技術開発があったが、事業化や

技術の普及を目指す本プロジェクトの性質を考えると問題になるものではない。 
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４．事業化、波及効果についての妥当性 

  「原位置処理重金属等土壌汚染対策技術開発」に関しては、基礎的な試験や現場への適用性について十

分な成果が得られ、実用化や事業化に向けての課題や実施すべきシナリオが明確になっている。実用化や事

業化についての課題が残っている個別要素技術開発においては解決方策等について、明確な道筋を立てて

取り組んでいくことが望まれる。その際には現場の制約条件や環境条件などを考慮に入れた実証試験を実施

して、実用化や事業化に向けた工学的な知見をさらに収集することが重要である。さらに、実用化のための浄

化技術のコスト試算については、サイトの特性を踏まえて、より詳細に幅を持たせて行うことが望まれる。 

 「ＶＯＣの微生物等を利用した環境汚染物質浄化技術開発」に関しては、バイオレメディエーションの実施に

向けての基礎的な情報を整備し、バイオレメディエーション利用指針適合審査に必要な指標が得られつつあ

る。 

 個別要素技術ごとに事業化への見通しは異なっているものの、既に中間評価段階で事業化に取り組んでい

る個別要素技術も存在するなど、全体を通じでおおむね良好な状態にある。いずれの個別要素技術もある程

度の市場ニーズが想定されるものであり、研究成果は波及効果が期待されるものである。 

 

５．研究開発マネジメント・体制・資金・費用対効果等の妥当性 

 研究開発計画に問題はないものと考えられる。また、研究開発に必要な体制、資金、メンバーなど、十分な

研究開発環境が整備されており、実施者間の連携も満足すべき状況にある。  

 ベンチャー企業をはじめ、中小企業も参加しており、産学の連携を含めた多様な形態がとられていることを

高く評価する。 

 目標達成に必要な予算に過不足はなく、費用対効果も妥当な水準にある。当初の目標のみに拘泥すること

なく、情勢変化に応じて目標の解釈を柔軟に変更するなどの対応が十分に取られており、その時点ごとに最

善の選択肢を取っていると評価できる。 

 

６．総合評価 

 環境対策事業を営利事業として成立させて行くことは、環境対策としてもあるべき姿である。そのため、これ

を経済産業省の事業として実施していくことは極めて意義深い。現段階で各個別要素技術開発とも相応の成

果を得ており、最終目標に向けて事業を進めていき、計画に見合った成果を得ることが期待されている。 

 それぞれの個別要素技術開発は、いずれも設定された目標やその水準を満たしており、今後の実用化や事

業化に向けて十分な成果が得られている。例えば、「原位置処理重金属等土壌汚染対策技術開発」に関して

は、現状の対策費（掘削除去）との比較から目標を設定しており、開発技術の実用化を見据えた計画となって

いるところは評価できる。また、「バイオレメディエーション普及のためのセーフバイオシステムの研究開発」に

関しては、バイオオーグメンテーション普及のためのブレイクスルーになりうる研究開発であり、より積極的に

事業を推進すべきであるものと考える。全体的に中間評価時点での開発目標はほぼ十分に達成されており、

最終的な技術開発のレベルは期待できるものである。 

 なお、現場の環境条件や制約条件などを加味した実証試験により、得られた結果を現場で検証するとととも

に、様々な条件の変化に応じた開発技術の高度化をはかることが必要である。また、今後の取り組みとして、

本事業をより意義のあるものにしていくためにも、各技術のニーズをより明確にするための市場調査等を必要

に応じて行い、技術の普及促進を行うことを期待する。 
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７．今後の研究開発の方向等に関する提言 

・本研究開発をより推進して、研究開発した技術や指標を現場に適用して実用化することにより、わが国の環

境リスク管理に貢献できることを期待する。また、それぞれの個別要素技術については、それらを社会に普

及させて事業化を目指すことも、新たな環境ビジネスを創出するために重要な事業である。 

・テーマごとに興味深い技術の開発を手掛けており、将来、新たな土壌浄化技術の飛躍的な発展に資するも

のとなっているものと評価できる。その事業化のためには、実際の現場への適用性を、幾つかの特徴的な

現場を想定し、場合（シナリオ）ごとに評価することが重要であると考える。評価の手法は、技術の特性を考

慮したある種のシミュレーションによってであっても、現場実証実験によってであっても構わない。 

・技術の適用性をより明確化して事業化を実現するために、関連する市場と競合技術の調査についても、技

術開発と併せて行われることを期待する。 

・各実施者においては、研究実施体制・運営について、経営、技術、生産活動等のノウハウ等知識連携を共

有・向上させるための視点及び内部組織の運営ルールの明確化を求めたい。 

・情勢の変化を勘案しつつ設定した最終目標を適宜見直し、社会情勢に対応した技術開発を推進して欲しい。

設定する最終目標について、どのような条件のもとで達成されるのか、目標達成条件をより明確にすること

が望まれる。また、開発された手法が科学的に妥当なものであるかどうかを示すため、浄化が可能であると

いう事実や社内にとどまるノウハウだけでなく、なぜそのような手法で浄化が可能なのかが説明できるよう

に開発の成果を残していただきたい。 

・いくつかの個別要素技術開発については建設機械を用いた土木的な工法を用いており、操業中の工場にお

いて適用する場合には制約が生じることが想定される。今後はボーリング類似技術の活用等、土壌の掘削

が最小限となる工法についても併せて検討されることを望む。 
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評点結果 

評点法による評点結果 

（土壌汚染対策のための技術開発プロジェクト） 

  評点 
Ａ 

委員 

Ｂ 

委員 

Ｃ 

委員 

Ｄ 

委員 

Ｅ 

委員 

Ｆ 

委員 

 １．事業の目的・政策的位置付けの妥当性 2.83  2  3  3  3  3  3  

 ２．研究開発等の目標の妥当性 2.00  2  1  3  2  2  2  

 ３．成果、目標の達成度の妥当性 2.00  2  2  2  2  2  2  

 ４．事業化、波及効果についての妥当性 2.00  2  2  2  2  2  2  

 ５．研究開発ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･体制･資金･費用対効果等の妥当性 2.33  3  2  2  2  2  3  

 ６．総合評価 2.17  2  2  2  2  2  3  
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【参考資料４】 
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（環境安心イノベーションプログラム） 

「土壌汚染対策のための技術開発」基本計画 

 

 

本基本計画は、平成２２年度から平成２６年度まで独立行政法人新エネルギー・産業技術総合

開発機構（以下「ＮＥＤＯ」という。）が実施する事業内容として策定されたが、業務見直しによ

り平成２２年度末でＮＥＤＯ事業として終了することとなった。このため、本基本計画は平成２

２年度末で廃止し、平成２３年度以降の内容についてはＮＥＤＯは実施しない。 

 

１．研究開発の目的・目標・内容 

（１）研究開発の目的 

本研究開発の目的は、工場・事業場の操業中からの自主的な土壌汚染対策を促進するため、原

位置で行う回収・浄化機能等を有する低コストの土壌汚染対策技術（共通基盤的評価技術を含む。）

として、重金属等の原位置処理土壌汚染対策技術及び VOC（揮発性有機化合物）の微生物等を利

用した環境汚染物質の浄化技術を開発することである。 

 

①政策的な重要性 

本研究開発は重金属、VOC 等の化学物質によるリスクの削減に資するプロセス、手法の開発、

更には知的基盤の整備に関する技術開発であり、イノベーションプログラムの位置付けとしては、

「環境安心イノベーションプログラム」における化学物質総合評価管理として位置付けられてい

る。技術戦略マップ上の位置づけとしては、化学物質総合評価管理分野の技術マップ（リスク削

減）において「低環境負荷・高速修復型レメディエーション技術の開発」、「高効率有害重金属分

離技術の開発」、「ハロゲン含有難分解性有機物の安価な処理技術の開発」等、生物機能活用技術

分野の技術マップにおいて「生物機能を活用した環境維持・修復技術」として位置付けられてい

る。上位政策との関連から見た位置づけとしては、本研究開発は土壌汚染対策法の一部を改正す

る法律に対する付帯決議（平成 21 年 4 月 16 日参議院環境委員会）において土壌汚染対策の現状

にかんがみ未然防止措置について早急に検討を進めるとともに、工場等の操業中の段階から計画

的に土壌汚染対策に取り組むための措置を検討すること、中小企業などが抱えている課題につい

て配慮するよう努めるものとする決議を踏まえて実施する。また、本研究開発は第３期科学技術

基本計画における分野別推進戦略（平成 18年 3月、閣議決定）におけるライフサイエンス分野の

「戦略重点科学技術」の「生物機能活用による物質生産・環境改善科学技術」に位置付けられる。

また、本研究開発はライフサイエンスサミット（平成 20年 4月）での「最先端技術の社会への導

入が円滑に行える環境整備」において、「国民の安全・安心を確保した上で、」「遺伝子組み換え作

物の最先端技術の社会への導入が円滑に行えるよう、産学政官が一体となり、安全情報の収集や、

科学的分析、評価等必要な対策とその基盤の確立に取り組む」ことにより「バイオテクノロジー

に対する国民の理解の向上及び技術の恩恵の実感を伴った社会的受容の促進を図る。」との提言を

踏まえて実施する。 
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②我が国の状況 

土壌汚染は、鉛、砒素、トリクロロエチレンなど特定有害物質を取り扱う事業活動を主な要因

としており、土壌汚染対策を進めるためにはその前提として過去に操業していた事業所跡地も含

めて土壌汚染のある土地を的確に把握することが必要である。土壌汚染対策法では有害物質使用

特定施設の廃止時に土壌汚染状況調査を実施して汚染状態が法令で定める基準に適合しない場合

には指定区域として汚染の除去を行うなどの法令に基づく管理を行っている。平成 22年 4月から

施行される改正土壌汚染対策法では、自主的に調査をした結果として指定基準に適合していない

ことがわかった場合には、任意に区域の指定に係る申請ができる旨の新たな制度が創設された。

また、従来から行われてきた工場廃止時に実施される土壌汚染対策だけではなく、操業中からも

早期に対策を実施することは廃業時のリスクの低減、事業転換や事業拡大も期待されるため、資

金力に余裕のある大企業のみならず、中小企業においても自主的に取り組むことが望まれる。 

これまでに実施されてきた土壌汚染対策は汚染の程度にかかわらず掘削除去が選択される傾向

があり、掘削除去に比して対策費用が安価な盛土、封じ込め、原位置浄化等は少ない。重金属は

土壌に吸着しやすく原位置浄化が難しいこと等の理由から、重金属等の土壌汚染に対する対策と

しては掘削除去が多くを占めてきているが、掘削除去は費用が高額であり、汚染土壌の搬出時の

汚染拡散の懸念があり、膨大な汚染土壌を処理する処分場の容量が必要とされるなどの問題があ

る。効果的な土壌汚染対策を推進するためには、搬出される汚染土壌量が抑制されるような原位

置浄化技術の開発が急務であり、操業中に実施可能な土壌汚染対策技術の開発が必要である。ま

た、汚染箇所の多い VOC の原位置浄化の有力な方法の一つとして、バイオレメディエーションの

実用化に期待される部分が大きく、一部のバイオオーグメンテーションの事業については微生物

によるバイオレメディエーション利用指針（平成 17年 7月 30日経済産業省・環境省告示）（以下、

「指針」という。）への適合の確認も得られる状況となっている。しかしながら、指針に定められ

た生態系等への影響評価の範囲が広く、影響評価を実施すべき対象生物種が多数あり、そのコス

トの高さから新規参入の阻害要因にもなっており、指針の適切な解釈に基づき、かつ、経済的観

点から見ても過度の負担のない標準的な評価の基準づくりが求められている。更に、社会受容性

の観点から、重金属、VOC 等の土壌汚染対策を実施するうえで、土壌汚染のリスクやリスクに基

づく対策の考え方について国民の理解とリスクコミュニケーションの促進が求められている。 

 

③世界の取り組み状況 

2002 年にヨハネスブルグで開催された世界サミット において、ヨハネスブルグ宣言と共に採

択された実施計画の第23 項では、「予防的取り組み方法に留意しつつ透明性のある科学的根拠に

基づくリスク評価手順とリスク管理手順を用いて、化学物質が、人の健康と環境にもたらす著し

い悪影響を最小化する方法で使用、生産されることを2020 年までに達成する」という国際合意が

なされている。各国では国際合意の達成に向けて取り組みを行っている。 

土壌汚染対策に関わる制度の整備や見直しが日本より先行した欧米では、土地毎の土壌汚染リ

スクに基づく評価や対策選定の考え方が定着している。日本と比べて、浄化対策の中で、掘削除

去が選択されることは少なく、浄化に要する期間は長いが低コストの原位置浄化技術が採用され

ることも多い。一方、土壌汚染対策に関わる制度の整備が進みつつあるアジア諸国においては、
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アジアに進出する欧米等の企業の自主的なマネジメントにより、土壌汚染対策に取り組まれてき

た。今後、アジア諸国においても土壌汚染リスクに基づく土壌汚染対策が進展していくと考えら

れる。 

 

④本事業のねらい 

本研究開発の目的は、工場・事業場の操業中からの自主的な土壌汚染対策を促進するため、原

位置で行う回収・浄化機能等を有する低コストの土壌汚染対策技術（共通基盤的評価技術を含む。）

として、重金属等の原位置処理土壌汚染対策技術及び VOC（揮発性有機化合物）の微生物等を利

用した環境汚染物質の浄化技術を開発することである。 

 

（２）研究開発の目標  

①過去の取り組みとその評価 

重金属は土壌に吸着しやすく原位置浄化が難しいこと等の理由から、重金属等の土壌汚染に対

する対策としては掘削除去が多くを占めてきているが、掘削除去は費用が高額であり、汚染土壌

の搬出時の汚染拡散の懸念があり、膨大な汚染土壌を処理する処分場の容量が必要とされるなど

の問題がある。効果的な土壌汚染対策を推進するためには、搬出される汚染土壌量が抑制される

ような原位置浄化技術の開発が急務であるが、これまでの研究開発にも関わらず、重金属等によ

る市街地の土壌汚染に関して低コストで実用的な原位置浄化手法は実現されていない。他方、汚

染箇所の多い VOC の原位置浄化の有力な方法の一つとして、バイオレメディエーションの実用化

に期待される部分が大きい。VOC の微生物等を利用した環境汚染物質浄化技術については、これ

までの研究開発により、一部のバイオオーグメンテーションの事業については指針への適合の確

認も得られる状況となっている。しかしながら、指針に定められた生態系等への影響評価の範囲

が広く、影響評価を実施すべき対象生物種が多数あり、そのコストの高さから新規参入の阻害要

因にもなっている。 
 

②本事業の目標 

１）原位置処理重金属等土壌汚染対策技術開発 

①物理化学的処理対策技術の開発 

②生物的処理対策技術の開発 

最終目標（平成２６年度末） 

現状の対策費の１／２のコストを目標とする。ただし、現状の対策費の例として、掘削除去の

対策費は５万円／ｍ３の例がある。（平成 20年 3月、土壌環境施策に関するあり方懇談会報告書） 

 

中間目標（平成２４年度末） 

現状の対策費の１／２のコストで浄化が可能な手法について、技術評価［リスク削減効果、コ

スト］、社会評価［環境負荷、確実性・信頼性］、社会受容性［リスクコミュニケーションへの対

応］、産業競争力［普及・波及効果、将来性］のうち技術評価、社会評価、社会受容性の観点から

見通しを得る。 
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２）VOC の微生物等を利用した環境汚染物質浄化技術開発 

最終目標（平成２６年度末） 

微生物に関する生態系等への標準的な環境影響評価及び安全性評価の基準作りを目標とする。 

 

中間目標（平成２４年度末） 

微生物に関する生態系等への標準的な環境影響評価及び安全性評価の基準作りについて、技術

評価［リスク削減効果、コスト］、社会評価［環境負荷、確実性・信頼性］、社会受容性［リスク

コミュニケーションへの対応］、産業競争力［普及・波及効果、将来性］のうち技術評価、社会評

価、社会受容性の観点から見通しを得る。 

 

③本事業以外に必要とされる取り組み 

ＮＥＤＯでは本研究開発の成果を広く啓蒙するために、セミナー、ユーザーフォーラム等をも

うけて、意見交換をおこない、多数の企業の参加を求める。また、経済産業省（以下、「ＭＥＴＩ」

という。）では、土壌汚染対策等に関する基礎的な調査を実施している。 

 

④全体としてのアウトカム目標 

本事業の成果により、操業中からの計画的な土壌汚染対策が推進され、事業転換や事業拡大に

繋がり、企業活動の活性化が期待される。重金属等の原位置浄化による土壌汚染対策技術開発の

成果により、掘削除去による過度な対策を抑制でき、搬出される土壌汚染量が抑制されることが

期待される。また、VOC の微生物等を利用した環境汚染物質浄化技術開発の成果により、環境影

響評価及び安全性評価技術が明示されて微生物を利用した原位置土壌浄化技術の説明が容易とな

り、汚染現場に適用する際の社会受容性の向上が期待される。操業中からの土壌汚染対策の増加

とともにリスクコミュニケーションの頻繁な実施により、土壌汚染のリスクやリスクに基づく対

策の考え方について国民の理解の促進にも貢献すると期待される。 

 

（３）研究開発の内容  

 上記目標を達成するために以下の研究開発項目について研究開発を行う。 

 

【研究開発項目】 

１）原位置処理重金属等土壌汚染対策技術開発 

２）VOC の微生物等を利用した環境汚染物質浄化技術開発 

 

［共同研究事業（ＮＥＤＯ負担率：２／３）］ 

１）原位置処理重金属等土壌汚染対策技術開発 

①物理化学的処理対策技術の開発 

②生物的処理対策技術の開発 

掘削除去による過度な対策を抑制するため、重金属等の原位置浄化による低コストの効率的な
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土壌汚染対策技術を開発する。なお、技術評価［リスク削減効果、コスト］、社会評価［環境負荷、

確実性・信頼性］、社会受容性［リスクコミュニケーションへの対応］、産業競争力［普及・波及

効果、将来性］等を重視した技術開発に優先的に取り組む。具体的には事業期間中に現場実証試

験等の実施により競合技術との比較評価を含めて実用化・事業化レベルを見極める。なお、現状

の対策費の１／２のコストを最終目標として開発を進めるが、例えば、ファイトレメディエーシ

ョンの浄化コストは植物の栽培、管理等の費用が必要であり、浄化期間が長期に及ぶ場合には更

にモニタリング等の費用が増加する可能性がある。また、植物体の処理を適切に行う必要があり、

その内容によりコストが変動していくことに留意が必要と考えられる。 

 

［委託事業］ 

２）VOC の微生物等を利用した環境汚染物質浄化技術開発 

指針の適切な解釈に基づき、かつ、経済的観点から見ても過度の負担のない標準的な基準作り

のために、バイオレメディエーションに使用する微生物の生態系等への影響評価の標準化に関わ

る開発を行う。具体的には、菌株の安全性及び環境影響評価技術の開発評価のための標準菌株候

補の選定等を行い、事業期間中に現場実証試験等の実施により実用化レベルを見極める。なお、

技術評価［リスク削減効果、コスト］、社会評価［環境負荷、確実性・信頼性］、社会受容性［リ

スクコミュニケーションへの対応］、産業競争力［普及・波及効果、将来性］等を重視した技術開

発に優先的に取り組む。 

 なお、本技術開発は、試験・評価方法、基準・プラットフォームの提案等、国民経済的には大

きな便益がありながらも、民間企業の研究開発投資に見合うものが見込めない「公共財の研究開

発」事業であり、委託事業として実施する。 

 

２．研究開発の実施方式  

（１）研究開発の実施体制  

技術ロードマップの策定プロセスや各種調査報告書等を通じて、ＮＥＤＯが重要と判断した研

究開発テーマについて、高い技術を有する単独ないし複数の原則本邦の企業と大学等の研究機関

（原則、本邦の企業等で日本国内に研究開発拠点を有していること。なお、国外の企業等（大学、

研究機関を含む）の特別の研究開発能力、研究施設等の活用または国際標準獲得の観点から国外

企業等との連携が必要な部分を、国外企業等との連携により実施することができる。）から公募に

よって研究開発実施者を選定後、共同研究契約等を締結する研究体を構築し、委託または、共同

研究として開始したものである。各研究開発グループの有する研究開発ポテンシャルの最大限の

活用により効率的な研究開発の推進を図る観点から、必要に応じて各研究開発項目にＮＥＤＯが

委託先決定後に委嘱する研究開発責任者（プロジェクトリーダー等）を設置し、その下に研究者

を可能な限り結集して効果的な研究開発を実施する。また、外部有識者からなる技術検討委員会

を開催し、事業の進捗状況及び進め方について検討、管理していく。なお、技術検討委員会は必

要に応じて分科会をもうけて各研究開発項目のより具体的、専門的な意見を運営管理に反映する。 

 

 



6 

（２）研究開発の運営管理  

研究開発全体の管理・執行に責任を有するＮＥＤＯは、ＭＥＴＩ及び研究開実施者と密接な連

携を維持しつつ、プログラムの目的及び目標、並びに本研究開発の目的及び目標に照らして適切

な運営管理を実施する。具体的には、必要に応じて技術検討委員会等における、外部有識者の意

見を運営管理に反映させる他、半年に一回程度、プロジェクトリーダー等を通じてプロジェクト

の進捗について報告を受けること等を行う。 

 

３．研究開発の実施期間 

本研究開発の期間は、平成２２年度から平成２６年度までの５年間とする。 

 

４．評価に関する事項 

ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的意義、

将来の産業への波及効果等について、外部有識者による研究開発の中間評価を平成２４年度に、

事後評価を平成２７年度に実施する。また、中間評価結果を踏まえ必要に応じプロジェクトの加

速・縮小・中止等見直しを迅速に行う。なお、評価の時期については、研究開発に係る技術動向、

政策動向や当該研究開発の進捗状況等に応じて、前倒しする等、適宜見直すものとする。 

 

５．その他の重要事項 

（１）研究開発成果の取扱い  

①共通基盤技術の形成に資する成果の普及 

得られた研究開発の成果のうち、共通基盤技術に係る研究開発成果については、ＮＥＤＯ、研

究開発実施者とも普及に努めるものとする。  

②知的基盤整備事業又は標準化等との連携 

 得られた研究開発の成果であって可能なものは、知的基盤整備又は標準化等との連携を図るた

め、データベースへのデータの提供、標準案の提案等を積極的に行う。 

③知的財産権の帰属  

委託研究開発及び共同研究の成果に関わる知的財産権については、「独立行政法人新エネルギ

ー・産業技術総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第２５条の規定に基づき、原則

として、全て委託先に帰属させることとする。 

 

（２）基本計画の変更 

ＮＥＤＯは研究開発内容の妥当性を確保するため、社会・経済的状況、国内外の研究開発動向、

政策動向、プログラム基本計画の変更、評価結果、研究開発費の確保状況、当該研究開発の進捗

状況等を総合的に勘案し、達成目標、実施期間、研究開発体制等、基本計画の見直しを弾力的に

行うものとする。 

 

（３）根拠法 

本プロジェクトは独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第十五条第１項第二号
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に基づき実施する。 

 

６．基本計画の改訂履歴 

平成２２年３月、制定。 

 平成２３年２月、平成２３年３月３１日に本事業廃止に伴う改訂 
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